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１ 法人の長によるメッセージ  

 独立行政法人農畜産業振興機構（Agriculture ＆ Livestock Industries Corporation。以

下「ａｌｉｃ」という。）は、旧農畜産業振興事業団及び旧野菜供給安定基金を母体として平成

15年 10月１日に設立されました。 

 以来、農畜産業分野の政策実施機関として、農畜産業及び関連産業の健全な発展と国民消費

生活の安定に寄与することを使命に、我が国の農業総産出額の約７割を占め、国民の皆様の消

費生活において重要な畜産物、野菜、砂糖及びでん粉の安定供給を図るため、生産者の経営安

定対策、需給調整・価格安定対策、家畜疾病や自然災害等の発生に対応する緊急対策や農畜産

物の生産・流通等に関する情報収集提供等の業務を実施してまいりました。 

 第５期中期目標期間の２年目である令和６年度は、畜産関連では牛枝肉価格や和子牛の取引

価格の低迷、乳製品の需給緩和、飼料穀物価格の高騰等に対する支援対策に引き続き取り組ん

だほか、能登半島において発生した地震や豪雨による被災への緊急対策として、飼養管理に要

する飲料水等の確保等の支援の拡充、生産者負担金の納付期限の延長等を実施しました。また、

野菜関連ではオンラインで野菜生産者と実需者の商談の場を提供する国産やさいマッチング

サイト「べジマチ」の登録者数がついに1,000を超えました。さらに、砂糖及びでん粉関連で

は、異性化糖に係る糖価調整制度の運用の見直しに伴い、平成２３年以来、約１３年ぶりの異

性化糖調整金徴収業務を円滑に再開することができました。また、令和６年度の補正予算では、

糖価調整制度の安定運営を図るため、必要な資金として６０億円が措置されています。 

 また、農畜産物をめぐる国内外の情勢が変化する中、関連情報を収集し、広く提供する業務

の重要性が一段と高まっています。国内外の関係者との対面による情報交換や取材・調査のほ

か、海外に人材を派遣し情報収集体制を強化するなど、これまで蓄積したさまざまなツールや

パイプを活用して、海外を含めた農畜産物の需給・価格の動向、我が国の農畜産物の輸出可能

性や輸出促進に関する先進事例等について情報収集、整理・分析を行い、ホームページや情報

誌等を通じて発信していきます。さらに、SNS も活用して農畜産物の生産・流通・消費につい

ての理解の促進に努めたいと考えております。 

 一方、組織運営につきましては、デジタル・トランスフォーメーションの流れに後れをとら

ないよう、業務手続のオンライン化や内部管理のデジタル化等の対応を着実に進め、生産者や

事業者の事務手続の軽減や効率的かつ円滑な業務運営に努めるとともに、ガバナンスの充実・

強化に引き続き取り組みつつ、取り巻く情勢の変化に対応し、その責務を果たすことができる

よう、役職員一同全力で取り組むこととしております。 

 本事業報告書が、ａｌｉｃの様々な活動についてご理解をいただく一助になることを願って

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立行政法人 農畜産業振興機構 

理事長 天 羽  隆 
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２ 法人の目的、業務内容  

（１）法人の目的（独立行政法人農畜産業振興機構法 第３条） 

   ａｌｉｃは、畜産経営の安定、主要な野菜の生産及び出荷の安定並びに砂糖及びでん粉

の価格調整に必要な業務を行うとともに、畜産業及び野菜農業の振興に資するための事業

についてその経費を補助する業務を行い、もって農畜産業及びその関連産業の健全な発展

並びに国民消費生活の安定に寄与することを目的としています。 

 

（２）業務内容 

ア 肉用牛又は肉豚の生産者の経営に及ぼす影響を緩和するための肉用牛及び肉豚に

ついての交付金の交付 

イ 加工原料乳生産者の経営の安定等を図るための生産者補給交付金等及び集送乳調

整金の交付 

ウ 国際約束数量（カレントアクセス）に基づく指定乳製品等の輸入、売渡し、交換及

び保管 

エ 内外価格差の調整を図るための機構以外の者の輸入に係る指定乳製品等の買入れ

及び売戻し 

オ 畜産物の生産又は流通の合理化を図るための事業その他の畜産業の振興に資する

ための事業（畜産業振興事業）への補助 

カ 肉用子牛生産者の経営の安定を図るための肉用子牛についての生産者補給交付金

等の交付 

キ 野菜生産者の経営の安定等を図るための指定野菜についての生産者補給交付金等

の交付 

ク 野菜生産者の経営の安定等を図るためのあらかじめ締結した契約に基づき指定野

菜を確保する場合における交付金の交付 

ケ 野菜価格安定法人が行う業務への補助 

コ 野菜の生産又は流通の合理化を図るための事業その他の野菜農業の振興に資する

ための事業（野菜農業振興事業）への補助 

サ 砂糖の価格調整を図るための輸入に係る指定糖・異性化糖等及び輸入加糖調製品の

買入れ及び売戻し 

シ さとうきび生産者の経営の安定を図るための甘味資源作物交付金の交付及び国内

産糖製造事業の経営の安定を図るための国内産糖交付金の交付 

ス でん粉の価格調整を図るための輸入に係る指定でん粉等の買入れ及び売戻し 

セ かんしょ生産者の経営の安定を図るためのでん粉原料用いも交付金の交付及び国

内産いもでん粉製造事業者の経営の安定を図るための国内産いもでん粉交付金の交

付 

ソ 畜産物、野菜、砂糖及びその原料作物並びにでん粉及びその原料作物の生産及び流

通に関する情報の収集、整理及び提供 
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３ 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション）  

（独立行政法人農畜産業振興機構中期目標より抜粋） 

ａｌｉｃは、国民生活上重要な畜産物、野菜、砂糖及びでん粉（以下「農畜産物」という。）

を対象とした、畜産経営の安定、主要な野菜の生産及び出荷の安定並びに砂糖及びでん粉の価

格調整のための業務、畜産業及び野菜農業の振興に資するための事業への補助業務、情報収集

提供業務等の政策実施機関として、農畜産業及び関連産業の健全な発展と国民消費生活の安定

に寄与するという役割を担っています。 

 

 

（参考）図１ 独立行政法人農畜産業振興機構 政策体系図 
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４ 中期目標 

（１）第５期（令和５年度～令和９年度）中期目標の概要 

国内における農畜産物・食品については、消費者の低価格志向が続く上に、今後本格

的な少子高齢化・人口減少により消費の減少が見込まれています。また、農業分野にお

いても農業者や農村人口の著しい高齢化・減少、これに伴う農地面積の減少という事態

に直面しており、今後も農業者の大幅な減少が見込まれる中で、生産基盤が損なわれる

ことに加えて、大規模災害、家畜疾病等の被害が我が国の食料や農業の現場に深刻な影

響を及ぼすとともに、新型コロナウイルス感染症など、新たな脅威による経済活動への

影響が懸念されています。このため、国は食料・農業・農村基本計画（令和２年３月 31 

日閣議決定。以下「基本計画」という。）を決定し、国内の需要にも、輸出にも対応で

きる国内農業の生産基盤の強化を図ることにより、需給の変化に対応した生産・供給体

制を構築する等、食料安全保障の確立を推進することとしています。 

基本計画決定以降では、国際的な穀物需要の増加やウクライナ情勢等に伴う飼料価

格の高騰等が我が国の食料や農畜産業の現場に甚大な影響を及ぼしています。また、デ

ジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年６月７日閣議決定）では、高齢化や人口

減少が進む中、我が国の食関連産業の安定的かつ持続的な発展に向けた競争力の強化

や農業者の所得向上を実現するため、農業分野のデジタルトランスフォーメーション

（ＤＸ）を推進することとしています。 

以上のような農政をめぐる時代の転換にあっては、ａｌｉｃが実施する農畜産物を

対象とした、経営安定対策や需給調整・価格安定対策、緊急対策、情報収集提供業務等

が国の施策の推進にとって一層重要となっていることから、ａｌｉｃは引き続き、国と

の連携強化を図りつつ、機動的かつ効率的に業務を実施することにより、国民の期待と

信頼に応え、本中期目標の達成を図ることが求められています。 

中期目標の詳細につきましては、以下のホームページをご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/keikaku.html 
 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標 

セグメント 主な目標 

畜産（肉畜・食肉

等）関係 

（１）経営安定対策 

畜産経営の安定とともに、競争力を高めて生産基盤の強化を

図る観点から、肉用子牛、肉用牛及び肉豚についての交付金の交

付、肉畜・食肉等に係る補助事業等を実施 

（２）緊急対策 

畜産をめぐる諸情勢の変化に対応して緊急に行うものを対象

とし、畜産に重大かつ甚大な影響を及ぼす自然災害や家畜疾病、

畜産をめぐる情勢の変化等に対応した畜産農家及び畜産関係者
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への影響緩和対策を、国との緊密な連携の下、機動的に実施 
畜産（酪農・乳業）

関係 

（１）経営安定対策 

酪農経営の安定とともに、競争力を高めて生産基盤の強化を

図る観点から、加工原料乳についての交付金の交付、酪農・乳業

に係る補助事業等を実施 

（２）需給調整・価格安定対策 

指定乳製品等の需給の安定を図るため、生乳及び牛乳・乳製品

の需給に関する情報を定期的に把握するとともに、畜産経営安

定法に基づき、指定乳製品等の買入れ、売渡し等を実施 

（３）緊急対策 

酪農・乳業をめぐる諸情勢の変化に対応して緊急に行うもの

を対象とし、畜産に影響を及ぼす自然災害や家畜疾病、乳製品等

の価格の変動など酪農・乳業をめぐる情勢の変化等に対応した

生乳生産者及び酪農関係者等への影響緩和対策を、国との緊密

な連携の下、機動的に実施 

野菜関係 （１）経営安定対策 

生産者の経営安定と野菜の安定供給を図るため、価格低落時

における生産者補給金の交付や野菜の振興に資するための事業

等を実施 

（２）需給調整・価格安定対策 

野菜の需給動向を定期的に把握し、関係者に情報提供すると

ともに、野菜の需給の調整その他の価格安定に資するための事

業を実施 
特産関係（砂糖・

でん粉） 

（１）経営安定対策 

地域経済におけるその重要性に鑑み、実需者ニーズに対応し

た生産や生産性の向上に向けた取組を推進し、価格調整制度に

よる国内生産の安定を図るため、交付金の交付等を実施 

（２）需給調整・価格安定対策 

制度の円滑な運用を図るため、制度の周知・浸透を図るととも

に、砂糖及びでん粉の内外価格差の調整を図るための調整金の

徴収を実施 
情報収集提供 農畜産物の生産・流通関係者や需要者等に対して、需給動向の判断

や経営の安定に資する情報等を適時適切に提供すること等を通じ

て、生産者の経営安定並びに農畜産物の需給及び価格の安定に寄与

するよう、情報収集提供業務を実施 
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５ 法人の長の理念や運営上の方針・戦略等   

ａｌｉｃの理念を表した「行動憲章」及び運営上の方針・戦略等は、以下のとおりです。 

（１）行動憲章 

独立行政法人農畜産業振興機構 

行動憲章 

独立行政法人農畜産業振興機構は、我が国の農畜産業及びその関連産業の健全な発展

並びに国民の消費生活の安定に寄与するという使命を担っている。 

ａｌｉｃ役職員は、こうした使命を果たすに当たり、公的資金を用いて国民生活におい

て重要な農畜産物の安定供給を確保するという責務とその説明責任を深く自覚し、誇り

と緊張感をもって業務に臨むとともに、農畜産物の生産・消費の現場に目を向けつつ、以

下の指針に基づき、国民へのより良いサービスの実現に最善を尽くす。 

 

１ 法令と社会規範を遵守し、高い倫理観を保持する。 

２ 効率的かつ的確に業務を遂行する。 

３ 幅広い専門知識やノウハウを、蓄積・継承する。 

４ 真摯なコミュニケーションを通じ、職場内外での連携を深める。 

５ 情勢の変化に常に注意を払い、柔軟かつ迅速に対応する。 

 

（２）運営上の方針・戦略等 

TPP11 協定等の発効以来、新たな国際環境の下、我が国の農畜産業は、持続的発展に向

けてその体質強化と成長産業化を進めることが喫緊の課題となっています。こうした中

で、ａｌｉｃの実施する牛・豚マルキン制度の国内生産者向けの経営安定対策や乳製品

の輸入売買、野菜の価格安定制度、砂糖の価格調整制度などの需給調整・価格安定対策

等の業務は、我が国の農畜産業の競争力強化策の根幹となるものであり、その執行に万

全を期すとともに、近年多発する自然災害や動物疾病等に係る緊急対策を迅速かつ的確

に実施することが求められています。このため、ａｌｉｃは、国との連携強化を図りつ

つ、機動的かつ効率的に業務を実施するとともに、業務の執行状況を見ながら必要に応

じ体制を見直すなど対応に遺漏がないよう取り組んでいくことが必要であると考えてい

ます。 

また、農畜産物をめぐる国内外の情勢が変化する中、海外を含めた農畜産物の需給・価

格の動向、我が国の輸出可能性等に関連する情報を収集し、生産者・消費者を含め広く提

供する業務の重要性も一段と高まっています。このため、令和５年度から新たに中国に人

材を派遣するなど海外における情報収集体制を強化し、国内外の関係者との対面による

情報交換や現地調査を積極的に実施しています。引き続き、これまで蓄積した様々なツー
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ルやパイプを活用するとともに、可能な限りニーズに即した内外の情報収集とＳＮＳも

活用した幅広い情報提供に努めたいと考えております。 

 

６ 中期計画及び年度計画  

ａｌｉｃは、中期目標を達成するための中期計画と、これに基づく年度計画を作成してい

ます。第５期（令和５年度～令和９年度）中期計画、令和６年度計画及び業務実績の概要は

表１のとおりです。 

中期計画及び年度計画の詳細につきましては、以下のホームページをご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/keikaku.html 
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中
期

計
画
、
令

和
６
年
度
計
画

及
び
業
務

実
績
の
概
要

 

 

中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

第
１
 
国
民
に
対

し
て
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
そ

の
他
の
業
務
の
質
の
向
上
に
関
す
る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置
 

１
 
畜
産
（
肉
畜
・
食
肉
等
）
関
係
業
務
 

（
１
）
経
営
安
定
対
策
 

 
肉
用
牛
交
付
金
の
交
付
（
販
売
確
認
申
出
書
提
出
期

限
か
ら

35
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
肉
用
牛
交
付
金
の
交
付
（
販
売
確
認
申
出
書
の
提
出

期
限
か
ら

35
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
販
売
確
認
申
出
書
の
提
出
期
限
か
ら
全
て

35
業
務

日
以
内
に
交
付
（
3
万

4,
30
8
件
）
 

 
肉
豚
交
付
金
の
交
付
（
販
売
確
認
申
出
書
提
出
期
限

か
ら

30
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
肉
豚
交
付
金
の
交
付
（
販
売
確
認
申
出
書
の
提
出
期

限
か
ら

30
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
本
年
度
は
標
準
的
販
売
価
格
が
標
準
的
生
産
費
を
上

回
っ
た
た
め
、
交
付
金
交
付
の
実
績
な
し
 

 
肉

用
子

牛
生

産
者

補
給

交
付

金
等

の
交

付
（
交
付
申

請
受
理
日
か
ら

14
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
肉
用
子
牛
生
産
者
補
給
交
付
金
等
の
交
付
（
交

付
申

請
受
理
日
か
ら

14
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
指
定
協
会
か
ら
の
交
付
申
請
受
理
日
か
ら
全
て

14
業

務
日
以
内
に
交
付
（
34
5
件
）
 

 
畜
産
業
振
興
事
業
の
実
施
（
新
規
・
拡
充
事
業
は
事
業

説
明

会
等

の
実

施
に

よ
り

効
率

的
か

つ
効

果
的
に
実

施
）
 

 
畜
産
業
振
興
事
業
の
実
施
（
新
規
・
拡
充
事
業
は
事
業

説
明
会
等
の
実
施
に
よ
り
効
率
的
か
つ
効
果
的

に
実

施
）
 

・
 
第
２
の
６
参
照
（
P.
1
7）

 

（
２
）
緊
急
対
策
 

 
緊
急
対
策
の
実
施
（
国
の
要
請
か
ら
原
則

18
業
務
日

以
内
に
事
業
実
施
要
綱
の
制
定
）
 

【
難
易
度
：
高
】
 

 
緊
急
対
策
の
実
施
（
国
の
要
請
か
ら
原
則

18
業
務
日

以
内
に
事
業
実
施
要
綱
の
制
定
）
 

・
 
令
和
６
年
能
登
半
島
地
震
か
ら
の
復
旧
を
図
っ
て
い

る
石
川
県
に
お
い
て
同
年
９
月
の
大
雨
に
よ
り
再
度

被
災
し
た
畜
産
農
家
を
支
援
す
る
事

業
等
及
び
令
和

５
年
度
補
正
予
算
で
措
置
さ
れ
た
和
牛
肉
の
新
規
需

要
開
拓
等
の
取
組
を
支
援
す
る
緊
急
対
策
に
つ
い
て

令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
お
い
て
も
緊
急
対
策
と
し

て
措
置
さ
れ
た
事
業
に
つ
い
て
、
国
か
ら
の
要
請
文

受
理
後
、
事
業
実
施
要
綱
を
全
て

18
業
務
日
以
内
に

表
１
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

改
正
 

・
 
令
和
６
年

11
月
に
国
内
で
初
め
て
確
認
さ
れ
た
ラ
ン

ピ
ー
ス
キ
ン
病
の
ま
ん
延
を
未
然
に
防
ぐ
た
め
の
生

産
者

の
取

組
を

支
援

す
る

新
た

な
事

業
等

に
つ

い

て
、
国
か
ら
の
要
請
文
受
理
後
、
全
て

18
業
務
日
以

内
に
事
業
実
施
要
綱
を
制
定
又
は
改
正
 

２
 
畜
産
（
酪
農
・
乳
業
）
関
係
業
務
 

（
１
）
経
営
安
定
対
策
 

 
加

工
原

料
乳

生
産

者
補

給
交

付
金

等
の

交
付
（
交
付

申
請
受
理
日
か
ら

18
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
加
工
原
料
乳
生
産
者
補
給
交
付
金
等
の
交
付
（

交
付

申
請
受
理
日
か
ら

18
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
対
象
事
業
者
等
か
ら
の
交
付
申
請
受
理
日
か
ら
全
て

18
業
務
日
以
内
に
交
付
（
13
4
件
）
 

 
畜
産
業
振
興
事
業
（
酪
農
対
策
）
に
係
る
補
塡
金
の
交

付
（
概
算
払
請
求
書
受
理
日
か
ら

14
業
務
日
以
内
に

交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
加
工
原
料
乳
生
産
者
経
営
安
定
対
策
事
業
に
係

る
補

塡
金
の
交
付
（
概
算
払
請
求
書
受
理
日
か
ら

14
業
務

日
以
内
に
交
付
）
 

 

・
 
本
年
度
は
加
工
原
料
乳
の
平
均
取
引
価
格
が
補
塡
基

準
価
格
を
上
回
っ
た
た
め
、
補
塡
金
交
付
の
実
績
な

し
 

 
畜
産
業
振
興
事
業
（
補
完
対
策
）
の
効
率
的
か
つ
効
果

的
な
実
施
（
新
規
・
拡
充
事
業
は
事
業
説
明
会
等
の
実

施
に
よ
り
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
実
施
）
 

 
畜
産
業
振
興
事
業
（
補
完
対
策
）
の
効
率
的
か
つ
効
果

的
な
実
施
（
新
規
・
拡
充
事
業
は
事
業
説
明
会
等
の
実

施
に
よ
り
効
率
的
か
つ
効
果
的
に
実
施
）
 

・
 
第
２
の
６
参
照
（
P.
1
7）

 

（
２
）
需
給
調
整
・
価
格
安
定
対
策
 

 
指
定
乳
製
品
等
の
輸
入
・
売
買
 

 
国
家
貿
易
機
関
と
し
て
国
か
ら
通
知
を
受
け
た

指
定

乳
製
品
等
の
全
量
の
輸
入
入
札
 

 
指
定
乳
製
品
等
に
つ
い
て
国
が
指
示
す
る
方
針

に
よ

る
売
渡
計
画
の
数
量
の
売
渡
入
札
の
実
施
 

・
 
国
か
ら
通
知
を
受
け
た
数
量
（
13

万
7,
20
2
ト
ン
）

の
全
量
に
つ
い
て
、
輸
入
入
札
を
実
施
 

・
 
四
半
期
毎
に
農
林
水
産
省
畜
産
局
長
へ
届
け
出
る
売

渡
計
画
に
基
づ
き
、
バ
タ
ー
、
ホ
エ
イ
等
の
売
渡
入

札
を
実
施
（
1
万

9,
1
25

ト
ン
）
 

 
指
定
乳
製
品
等
の
価
格
騰
貴
時
等
の
輸
入
・
売
買
（
輸

入
業
者
か
ら
現
品
を
受
け
た
日
か
ら

20
業
務
日
以
内

の
売
渡
し
）
 

 
指
定
乳
製
品
等
の
価
格
騰
貴
時
等
の
輸
入
・
売

渡
し

（
輸
入
業
者
か
ら
現
品
を
受
け
た
日
か
ら

20
業
務
日

以
内
の
売
渡
し
）
 

・
 
令
和
６
年
６
月

26
日
付
け
で
農
林
水
産
大
臣
か
ら

承
認
を
得
た
バ
タ
ー
の
追
加
輸
入
分
に
つ
い
て
、
７

月
に
輸
入
入
札
を
実
施
し
、
全
て

20
 業

務
日
以
内

に
売
渡
し
を
実
施
（
96

件
、
3,
78
7
ト
ン
）
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

・
 
こ
の
追
加
輸
入
分
に
つ
い
て
、
年
末
の
需
要
期
ま
で

に
売
渡
し
が
可
能
と
な
る
よ
う
、
早
期
に
入
札
を
行

い
、
入
札
か
ら
売
渡
期
限
ま
で
の
期
間
を
通
常
よ
り

も
短
縮
し
た
こ
と
に
よ
り
、
年
末
の
需
要
期
に
向
け

て
、
前
年
同
月
の
在
庫
数
量
を
上
回
る
十
分
な
バ
タ

ー
を
確
保
 

（
３
）
緊
急
対
策
 

 
緊
急
対
策
の
実
施
（
国
の
要
請
か
ら
原
則

18
業
務
日

以
内
に
事
業
実
施
要
綱
の
制
定
）
 

【
難
易
度
：
高
】
 

 
緊
急
対
策
の
実
施
（
国
の
要
請
か
ら
原
則

18
業
務
日

以
内
に
事
業
実
施
要
綱
の
制
定
）
 

・
 
地
震
に
よ
る
被
災
後
の
経
営
支
援
が
続
く
能
登
に
お

い
て
、
令
和
６
年
９
月
の
大
雨
に
よ
り
繰
り
返
し
被

災
し
た
酪
農
経
営
体
や
、
年
末
年
始
の
不
需
要
期
の

生
乳
需
給
の
安
定
に
万
全
を
期
す
た

め
生
乳
の
出
荷

調
整
に
取
り
組
む
酪
農
経
営
体
を
支
援
す
る
等
の
緊

急
対
策
事
業
（
計
３
事
業
）
に
つ
い
て
、
国
か
ら
の
要

請
文
受
理
後
、
全
て

18
業
務
日
以
内
に
事
業
実
施
要

綱
を
制
定
又
は
改
正
 

・
 
特
に
、
年
末
年
始
の
不
需
要
期
の
生
乳
需
給
の
安
定

を
図
る
緊
急
対
策
事
業
に
つ
い
て
、
国
か
ら
の
要
請

文
受
理
後
、
翌
業
務
日
に
事
業
実
施
要
綱
を
制
定
し

た
ほ
か
、
事
業
実
施
主
体
と
の
連
携
を
図
り
、
不
需
要

コ
ア
期
開
始
ま
で
の
短
期
間
に
酪
農
経
営
体
へ
事
業

周
知
、
参
加
申
込
書
の
取
り
ま
と
め
等
を
実
施
 

３
 
野
菜
関
係
業
務
 

（
１
）
経
営
安
定
対
策
 

 
指

定
野

菜
価

格
安

定
対

策
事

業
の

生
産

者
補
給
交
付

金
等
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日
か
ら

11
業
務
日
以

内
に
交
付
）
【
重
要
度
：
高
】
 

 
指
定
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業
の
生
産
者
補
給

交
付

金
等
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日
か
ら

11
業
務
日
以

内
）
 

・
 
登
録
出
荷
団
体
等
か
ら
の
交
付
申
請
受
理
日
か
ら
全

て
11

業
務
日
以
内
に
交
付
（
6
38

件
）
 

 

 
契

約
指

定
野

菜
安

定
供

給
事

業
の

生
産

者
補
給
交
付

金
等
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日
か
ら

20
業
務
日
以

 
契
約
指
定
野
菜
安
定
供
給
事
業
の
生
産
者
補
給

交
付

金
等
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日
か
ら

20
業
務
日
以

・
 
登
録
出
荷
団
体
等
か
ら
の
交
付
申
請
受
理
日
か
ら
全

て
20

業
務
日
以
内
に
交
付
金
等
を
交
付
（
14
4
件
）
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

内
に
交
付
）
【
重
要
度
：
高
】
 

内
に
交
付
）
 

 

 
特

定
野

菜
等

供
給

産
地
育

成
価

格
差

補
給

事
業
等
の

助
成
金
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日
か
ら

11
業
務
日

以
内
に
交
付
）
【
重
要
度
：
高
】
 

 
特
定
野
菜
等
供
給
産
地
育
成
価
格
差
補
給
事
業

等
の

助
成
金
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日
か
ら

11
業
務
日

以
内
に
交
付
）
 

・
 
都
道
府
県
野
菜
価
格
安
定
法
人
か
ら
の
交
付
申
請
受

理
日
か
ら

全
て

1
1
業
務
日
以
内
に
助

成
金
を
交
付

（
46
9
件
）
 

 
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
対
策
の
適
切
な
対
応
 

 
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
対
策
の
適
切
な
対
応
 

・
 
野
菜
価
格
安
定
対
策
事
業
実
務
担
当
者
説
明
会
に
お

い
て
、
収
入
保
険
と
野
菜
価
格
安
定
制
度
の
同
時
利

用
の
特
例
の
内
容
、
留
意
事
項
な
ど
を
説
明
・
周
知
 

・
 
登
録
出
荷
団
体
・
都
道
府
県
野
菜
価
格
安
定
法
人

等

か
ら
の
照
会
に
適
切
に
対
応
 

・
 
指
定
野
菜
価
格
安
定
事
業
等
に
お
け
る
現
地
調
査
を

通
じ
、
登
録
出
荷
団
体
等
が
、
原
則
と
し
て
収
入
保
険

と
の
重
複
加
入
が
で
き
な
い
こ
と
の
周
知
等
を
行
っ

て
い
る
こ
と
を
確
認
 

 
野

菜
農

業
振

興
事

業
（

生
産

流
通

合
理

化
）
の
機
動

的
・
弾
力
的
な
実
施
 

 
野
菜
農
業
振
興
事
業
（
生
産
流
通
合
理
化
）
の

機
動

的
・
弾
力
的
な
実
施
 

・
 
契
約
野
菜
収
入
確
保
モ
デ
ル
事
業
及
び
大
規
模
契
約

栽
培
産
地
育
成
強
化
事
業
に
つ
い
て
、
野
菜
価
格
安

定
対
策
事
業
実
務
担
当
者
説
明
会
に
お
い
て
、
事
業

説
明
を
実
施
 

（
２
）
需
給
調
整
・
価
格
安
定
対
策
 

 
野
菜
農
業
振
興
事
業
（
需
給
調
整
等
）
の
機
動
的
・
弾

力
的
な
実
施
 

 
野
菜
農
業
振
興
事
業
（
需
給
調
整
等
）
の
機
動
的
・
弾

力
的
な
実
施
 

・
 
緊
急
需
給
調
整
事
業
に
つ
い
て
、
野
菜
価
格
安
定
対

策
事
業
実
務
担
当
者
説
明
会
等
に
お
い
て
、
事
業
内

容
等
を
周
知
 

・
 
幅
広
い
業
界
関
係
者
を
会
員
と
し
、
事
務
局
を
機
構

に
置
く
野
菜
需
給
情
報
等
交
換
会
に
つ
い
て
、
会
員

が
各
業
界
の
動
向
等
を
共
有
し
、
野
菜
の
需
給
動
向

に
関
す
る
共
通
認
識
を
醸
成
す
る
こ
と
に
重
点
を
置

く
こ
と
と
し
た
。
開
催
時
期
・
頻
度
に
つ
い
て
も
、
年

度
末
の
１
回
か
ら
需
給
変
動
を
踏
ま
え
た
年
２
回
に

見
直
し
、
令
和
６
年
度
は

12
月
に
冬
季
分
を
開
催
。
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
部
署
横
断
的
な
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
チ
ー
ム
に
よ
る
検
討
を
行
い
、
農
林
水
産
省
や

交
換
会
会
員
と
調
整
を
実
施
 

４
 
特
産
（
砂
糖
・
で
ん
粉
）
関
係
業
務
 

（
１
）
経
営
安
定
対
策
 

 
甘

味
資

源
作

物
交

付
金

の
交

付
（

概
算

払
請
求
書
受

理
日
か
ら
８
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
甘
味
資
源
作
物
交
付
金
の
交
付
（
概
算
払
請
求

書
受

理
日
か
ら
８
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
対
象
甘
味
資
源
作
物
生
産
者
か
ら
の
概
算
払
請
求
書

受
理
日
か
ら
全
て
８
業
務
日
以
内
に
交
付
（
21
5
件
）
 

・
 
甘
味
資
源
作
物
交
付
金
に
係
る
申
請
・
交
付
手
続
に

つ
い
て
、
現
地
関
係
者
か
ら
の
要
請
を
契
機
と
し
て
、

具
体
的
な
手
続
の
流
れ
等
に
つ
い
て
関
係
者
と
検
討

を
重
ね
た
上
で
関
連
規
程
を
改
正
。
こ
れ
に
よ
り
電

子
デ
ー
タ
に
よ
る
申
請
を
可
能
と
し
、
代
理

人
の
事

務
手
続
の
簡
素
化
・
負
担
軽
減
を
実
現
 

 
国

内
産

糖
交

付
金

の
交

付
（

交
付

申
請

受
理
日
か
ら

18
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
国
内
産
糖
交
付
金
の
交
付
（
交
付
申
請
受
理
日

か
ら

18
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
対
象
国
内
産
糖
製
造
事
業
者
か
ら
の
交
付
申
請
受
理

日
か
ら
全
て

18
業
務
日
以
内
に
交
付
（
18
0
件
）
 

 
制

度
の

円
滑

な
運

用
を

図
り

、
本

業
務

の
透
明
性
を

確
保

す
る

観
点

か
ら

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

お
け
る
制

度
の

仕
組

み
の

公
開

等
を

行
う

こ
と

で
制

度
の

周

知
・
浸
透
を
図
る
 

 
制
度
の
円
滑
な
運
用
を
図
り
、
本
業
務
の
透
明

性
を

確
保
す
る
観
点
か
ら
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
け

る
制

度
の

仕
組

み
の

公
開

等
を

行
う

こ
と

で
制

度
の

周

知
・
浸
透
を
図
る
 

・
 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、
制
度
の
仕
組
み
を
公
開

す
る
と
と
も
に
、
さ
と
う
き
び
生
産
者
等
を
対
象
と

し
て
価
格
調
整
制
度
の
必
要
性
等
を
生
産
地
等
に
お

い
て
情
報
発
信
 

・
 
交
流
機
会
の
少
な
い
鹿
児
島
・
沖
縄
両
県
の
関
係
者

が
一
堂
に
会
し
て
さ
と
う
き
び
生
産
に
関
す
る
様
々

な
課
題
を
検
討
す
る
「
さ
と
う
き
び
・
甘
蔗
糖
関
係
検

討
会
」
を
沖
縄
県
で
開
催
 

 
で

ん
粉

原
料

用
い

も
交

付
金

の
交

付
（

概
算
払
請
求

書
受
理
日
か
ら
８
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
で
ん
粉
原
料
用
い
も
交
付
金
の
交
付
（
概
算
払

請
求

書
受
理
日
か
ら
８
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
対
象
で
ん
粉
原
料
用
い
も
生
産
者
か
ら
の
概
算
払
請

求
書
受
理
日
か
ら
全
て
８
業
務
日
以
内
に
交
付
（

71

件
）
 

・
 
で
ん
粉
原
料
用
い
も
交
付
金
に
係
る
申
請
・
交
付
手
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

続
に
つ
い
て
、
現
地
関
係
者
か
ら
の
要
請
を
契
機
と

し
て
、
具
体
的
な
手
続
の
流
れ
等
に
つ
い
て
関
係
者

と
検
討
を
重
ね
た
上
で
関
連
規
程
を
改
正
。
こ
れ
に

よ
り
電
子
デ
ー
タ
に
よ
る
申
請
を
可
能
と
し
、
代
理

人
の
事
務
手
続
の
簡
素
化
・
負
担
軽
減
を
実
現
 

 
国

内
産

い
も

で
ん

粉
交

付
金

の
交

付
（

交
付
申
請
受

理
日
か
ら

18
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

【
重
要
度
：
高
】
 

 
国
内
産
い
も
で
ん
粉
交
付
金
の
交
付
（
交
付
申

請
受

理
日
か
ら

18
業
務
日
以
内
に
交
付
）
 

・
 
対
象
国
内
産
い
も
で
ん
粉
製
造
事
業
者
か
ら
の
交
付

申
請
受
理
日
か
ら
全
て

18
業
務
日
以
内
に
交
付
（
71

件
）
 

（
２
）
需
給
調
整
・
価
格
安
定
対
策
 

 
制

度
の

円
滑

な
運

用
を

図
り

、
本

業
務

の
透
明
性
を

確
保

す
る

観
点

か
ら

、
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

お
け
る
制

度
の

仕
組

み
の

公
開

等
を

行
う

こ
と

で
制

度
の

周

知
・
浸
透
を
図
る
と
と
も
に
、
輸
入
指
定
糖
、
異
性
化

糖
等
、
輸
入
加
糖
調
製
品
の
売
買
実
績
の
公
表
（
月
毎

の
売
買
実
績
を
翌
月

15
日
ま
で
に
公
表
）
 

 
制
度
の
円
滑
な
運
用
を
図
り
、
本
業
務
の
透
明

性
を

確
保
す
る
観
点
か
ら
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
け

る
制

度
の

仕
組

み
の

公
開

等
を

行
う

こ
と

で
制

度
の

周

知
・
浸
透
を
図
る
と
と
も
に
、
輸
入
指
定
糖
、
異
性
化

糖
等
、
輸
入
加
糖
調
製
品
の
売
買
実
績
の
公
表
（
月
毎

の
売
買
実
績
を
翌
月

15
日
ま
で
に
公
表
）
 

・
 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、
砂
糖
の
価
格
調
整
制
度

の
仕
組
み
を
公
開
す
る
と
と
も
に
、
「
第

19
回
食
育

推
進
全
国
大
会
」
や
「
第

63
回
農
林
水
産
祭
実
り
の

フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
」
等
に
お
い
て
、
機
構
が
作
成
し
た

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
配
布
や
パ
ネ
ル
の
展
示
を
実
施
 

・
 
機
構
職
員
が
自
ら
講
師
と
な
っ
て
出
前
講
座
を
実
施

し
、
高
校
生
を
対
象
と
し
た
講
義
の
ほ
か
、
栄
養
学
を

専
攻
す
る
大
学
生
に
対
し
て
は
、
精
糖
工
業
会
と
の

タ
イ
ア
ッ
プ
に
よ
る
実
験
を
実
施
 

・
 
輸
入
指
定
糖
・
異
性
化
糖
等
・
輸
入
加
糖
調
製
品
の
買

入
れ
及
び
売
戻
し
に
お
け
る
月
毎
の
売
買
実
績
に
つ

い
て
、
全
て
翌
月
の

15
 日

ま
で
に
公
表
 

 
輸

入
指

定
で

ん
粉
の

売
買

実
績

の
公

表
（

月
毎
の
売

買
実
績
を
翌
月

15
日
ま
で
に
公
表
）
 

 
輸
入
指
定
で
ん
粉
の
売
買
実
績
の
公
表
（
月
毎

の
売

買
実
績
を
翌
月

15
日
ま
で
に
公
表
）
 

・
 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
、
で
ん
粉
の
価
格
調
整
制

度
の
仕
組
み
を
公
開
す
る
と
と
も
に
、
輸
入
指
定
で

ん
粉
等
の
買
入
れ
及
び
売
戻
し
に
お
け
る
月
毎
の
売

買
実
績
に
つ
い
て
、
全
て
翌
月
の

15
日
ま
で
に
公
表
 

・
 
で
ん
粉
業
界
か
ら
の
要
望
を
受
け
、
官
民
の
で
ん
粉

研
究
者
が
交
流
す
る
機
会
の
創
出
を
提
案
し
、
農
林

水
産
省
主
催
の
澱
粉
研
究
交
流
会
の
初
開
催
に
全
面
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

的
に
協
力
し
、
研
究
報
告
や
意
見
交
換
が
実
現
 

・
 
加
工
で
ん
粉
業
者
か
ら
の
依
頼
を
受
け
、
調
査
情
報

部
と
密
接
に
連
携
し
つ
つ
、「

日
本
の
で
ん
粉
を
支
え

る
al
ic

の
で
ん
粉
業
務
」
を
テ
ー
マ
と
し
た
講
演
を

初
め
て
実
施
 

５
 
情
報
収
集
提
供
業
務
 

 
情
報
収
集
の
的
確
な
実
施
 

 
情
報
検
討
委
員
会
に
お
け
る
意
見
等
を
踏
ま
え

た
調

査
テ
ー
マ
の
重
点
化
 

・
 
情
報
検
討
委
員
会
で
得
ら
れ
た
利
用
者
ニ
ー
ズ
等
を

基
に
策
定
し
た
重
点
テ
ー
マ
に
即
し
、
農
畜
産
物
の

需
給
及
び
生
産
者
の
経
営
安
定
に
関
連
す
る
重
要
情

報
を
提
供
 

・
 
同
委
員
会
を
前
年
度
に
引
き
続
き
第
３
四
半
期
に
開

催
し
、
委
員
か
ら
の
意
見
を
踏
ま
え
令
和
７
年
度
の

調
査
テ
ー
マ
の
重
点
化
を
早
期
に
実
施
 

 
 

海
外
に
お
け
る
情
報
収
集
体
制
の
整
備
 

・
 
米
国
及
び
豪
州
に
お
け
る
関
係
機
関
と
の
定
期
会
合

に
よ
り
、
連
携
を
深
め
た
 

・
 
中
国
の
学
術
機
関
等
と
の
意
見
交
換
を
現
地
（
北
京
）

で
行
い
、
今
後
も
情
報
交
換
を
継
続
的
に
行
う
こ
と

を
確
認
 

・
 
中
国
の
学
術
機
関
等
と
企
画
段
階
か
ら
綿
密
に
打
ち

合
わ
せ
を
行
い
、
初
め
て
の
共
同
現
地
調
査
を
実
施
 

 
需

給
等

関
連

情
報

の
迅

速
な

提
供

（
需

給
関
連
情
報

は
情

報
収

集
か

ら
８

業
務

日
、

需
給

動
向

情
報
は
情

報
収
集
の
翌
月
ま
で
に
公
表
）
 

 
需
給
等
関
連
情
報
の
迅
速
な
提
供
（
需
給
関
連

情
報

は
情
報
収
集
か
ら
８
業
務
日
、
需
給
動
向
情
報

は
情

報
収
集
の
翌
月
ま
で
に
公
表
）
 

・
 
需
給
等
関
連
情
報

1,
20
0
件
の
全
て
を
情
報
収
集
か

ら
期
間
内
に
公
表
 

・
 
情
報
利
用
者
等
か
ら

18
1
件
の
問
合
せ
が
あ
り
、
全

て
翌
業
務
日
以
内
に
対
応
 

 
情

報
提

供
の

効
果

測
定

等
（

ア
ン

ケ
ー

ト
調
査
に
よ

る
情
報
利
用
者
の
満
足
度
を
５
段
階
中

4.
0
以
上
の

評
価
）
 

 
情
報
提
供
の
効
果
測
定
等
（
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

に
よ

る
情
報
利
用
者
の
満
足
度
を
５
段
階
中

4.
0
以
上
の

評
価
）
 

・
 
提
供
し
た
情
報
や
そ
の
提
供
方
法
に
つ
い
て
、
そ
の

効
果
を
測
定
す
る
た
め
、
各
分
野
の
情
報
誌
の
読
者

を
対

象
に

ア
ン

ケ
ー

ト
調

査
を

実
施

(
回

答
1,
25
3

件
)し

、
そ
の
集
計
結
果
は
５
段
階
評
価
で

4.
2 
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
情
報
提
供
の
充
実
等
 

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の
情
報
提
供
の
充
実
等
 

・
 
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
や
情
報
検
討
委
員
会
に
お
け

る
意
見
等
を
踏
ま
え
た
記
事
や
、
タ
イ
ム
リ
ー
な
記

事
を
掲
載
 

・
 
利
用
者
ニ
ー
ズ
が
高
く
、
需
給
動
向
の
重
要
性
が
増

す
中
国
関
連
の
情
報
に
つ
い
て
、
令
和
６
年
度
は
前

年
度
の

4.
0
倍
と
な
る
「
海
外
情
報
」
記
事
を
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
 

６
 
TP
P
等
政
策
大
綱
へ
の
対
応
 

第
２
 
業
務
運
営

の
効
率
化
に
関
す
る
目
標
を

達
成
す
る
た
め
と
る
べ
き
措
置
 

１
 
業
務
運
営
の
効
率
化
に
よ
る
経
費
の
削
減
 

 
業
務
経
費
の
削
減
（
対
前
年
度
比
１
％
減
）
 

 
業
務
経
費
の
削
減
（
対
前
年
度
比
１
％
減
）
 

・
 
業
務
経
費
(附

帯
事
務
費
)予

算
額
は
、
対
前
年
度
比

の
毎
年
度
平
均
で

1.
0％

を
抑
制
 

 
一
般
管
理
費
の
削
減
（
対
前
年
度
比
３
％
減
）
 

 
一
般
管
理
費
の
削
減
（
対
前
年
度
比
３
％
減
）
 

・
 
一
般
管
理
費
（
人
件
費
等
を
除
く
）
予
算
額
は
、
対
前

年
度
比
の
毎
年
度
平
均
で

3.
0％

を
抑
制
 

２
 
役
職
員
の
給
与
水
準
の
検
証
 

３
 
調
達
の
合
理
化
 

４
 
業
務
執
行
の
改
善
 

 
業

務
執

行
の

改
善

、
第

三
者

機
関

に
よ

る
点
検
・
評

価
、
点
検
・
評
価
結
果
の
業
務
運
営
へ
の
反
映
 

 

 
業
務
の
進
行
状
況
・
実
績
を
四
半
期
毎
に
点
検
・
評
価
 

・
 
年
度
計
画
を
具
体
化
す
る
た
め
の
工
程
表
を
年
度
初

め
に
策
定
し
、
こ
れ
に
基
づ
き
四
半
期
毎
に
各
部
に

お
い
て
点
検
を
行
う
と
と
も
に
半
期
毎
に
ヒ
ア
リ
ン

グ
を
実
施
し
、
工
程
表
の
内
容
と
実
績
を
比
較
し
、
業

務
の
進
捗
状
況
等
の
点
検
・
評
価
を
実
施
 

 
 

令
和
５
年
度
実
績
の
第
三
者
機
関
に
よ
る
点
検

・
評

価
 

・
 
令
和
６
年
６
月
に
外
部
有
識
者
・
専
門
家
か
ら
な
る

機
構
評
価
委
員
会
を
開
催
し
、
令
和
５
年
度
業
務
実

績
に
関
す
る
自
己
評
価
に
つ
い
て
点
検
・
評
価
を
実

施
 

 
 

点
検
・
評
価
結
果
の
業
務
運
営
へ
の
反
映
 

・
 
機
構
評
価
委
員
会
の
開
催
後
、
業
務
運
営
に
反
映
す

べ
き
指
摘
事
項
に
つ
い
て
整
理
し
て
対
応
方
針
を
決
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

定
し
、
こ
れ
に
基
づ
き
関
係
各
部
に
お
い
て
業
務
運

営
へ
の
反
映
に
向
け
た
取
組
を
実
施
 

５
 
機
能
的
で
効
率
的
な
組
織
体
制
の
整
備
 

６
 
補
助
事
業
の
効
率
化
等
 

 
公
募
に
よ
る
事
業
実
施
主
体
の
選
定
 

 
公
募
に
よ
る
事
業
実
施
主
体
の
選
定
 

・
 
令
和
６
年
度
補
正
予
算
及
び
令
和
７
年
度
当
初
予
算

に
係
る
畜
産
業
振
興
事
業
（
９
事
業
）
並
び
に
令
和
６

年
度
当
初
予
算
に
係
る
野
菜
農
業
振
興
事
業
（
２
事

業
）
に
つ
い
て
、
事
業
実
施
主
体
の
選
定
に
当
た
っ
て

の
公
募
を
実
施
 

 
事
業
説
明
会
、
現
地
確
認
調
査
等
の
実
施
 

 
事
業
説
明
会
、
現
地
確
認
調
査
等
の
実
施
 

・
 
畜
産
部
門
で
は
、
畜
産
業
振
興
事
業
に
お
い
て
、
必
要

の
あ
っ
た
新
規
・
拡
充
事
業
（
９
事
業
）
に
つ
い
て
、

事
業
実
施
主
体
に
対
す
る
事
業
説
明
会
等
（
21

回
）

を
実
施
。
な
お
、
継
続
事
業
に
つ
い
て
も
同
様
の
説
明

会
（
20

回
）
及
び
現
地
確
認
調
査
（
51

回
）
を
実
施
 

・
 
野
菜
部
門
で
は
、
野
菜
農
業
振
興
事
業
に
お
け
る
新

規
事
業
（
１
事
業
）
に
つ
い
て
、
事
業
実
施
主
体
に
対

す
る
説
明
会
等
（
１
回
）
を
実
施
 

 
費

用
対

効
果

分
析

、
コ

ス
ト

分
析

等
の

評
価

基
準
を

満
た
す
も
の
を
採
択
 

 
費
用
対
効
果
分
析
、
コ
ス
ト
分
析
等
の
評
価
基

準
を

満
た
す
も
の
を
採
択
 

・
 
畜
産
業
振
興
事
業
に
お
け
る
施
設
整
備
事
業
に
つ
い

て
、
そ
れ
ぞ
れ
評
価
基
準
を
満
た
し
て
い
る
も
の
を

採
択
（
費
用
対
効
果
分
析
２
件
、
コ
ス
ト
分
析

49
件
）
 

 
事

業
実

施
計

画
等

の
承

認
及

び
交

付
決

定
（
申
請
受

理
か
ら

10
業
務
日
以
内
）
 

 
事
業
実
施
計
画
等
の
承
認
及
び
交
付
決
定
（
申

請
受

理
か
ら

10
業
務
日
以
内
）
 

・
 
事
業
の
要
領
及
び
実
施
計
画
の
承
認
並
び
に
補
助
金

の
交
付
決
定
に
つ
い
て
、
事
業
実
施
主
体
か
ら
の
申

請
等
受
理
後
、
全
て

10
業
務
日
以
内
に
実
施
(畜

産

分
野

66
8
件
、
野
菜
分
野

76
件
、
計

74
4
件
) 

 
補
助
事
業
に
つ
い
て
、
達
成
状
況
等
の
自
己
評
価
、
第

三
者
機
関
に
よ
る
補
助
事
業
の
審
査
・
評
価
、
必
要
に

応
じ
た
業
務
の
見
直
し
 

 
補
助
事
業
の
達
成
状
況
の
自
己
評
価
 

・
 
補
助
事
業
の
的
確
な
進
行
管
理
と
と
も
に
、
令
和
５

年
度
の
各
事
業
の
達
成
状
況
等
に
つ
い
て
自
己
評
価

を
実
施
 

- 17 -



 

 

中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

 
 

第
三
者
機
関
に
よ
る
事
業
の
審
査
・
評
価
 

 

・
 
令
和
６
年
７
月
に
外
部
専
門
家
・
有
識
者
か
ら
な
る

補
助
事
業
に
関
す
る
第
三
者
委
員
会
を
開
催
し
、
事

業
の
評
価
等
を
実
施
 

 
 

必
要
に
応
じ
た
業
務
の
見
直
し
 

・
 
業
務
の
見
直
し
が
必
要
な
指
摘
事
項
に
つ
い
て
対
応

方
針
を
決
定
し
、
業
務
の
見
直
し
に
向
け
た
取
組
を

実
施
 

７
 
デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
 

 
業

務
の

効
率

化
や

新
た

な
価

値
実

現
に

つ
な
が
る
デ

ジ
タ

ル
対

応
と

し
て

、
業

務
手

続
き

の
オ

ン
ラ
イ
ン

化
や
、
内
部
管
理
の
デ
ジ
タ
ル
化
等
、
業
務
運
営
の
効

率
化
を
推
進
 

 
業
務
の
効
率
化
や
新
た
な
価
値
実
現
に
つ
な
が

る
デ

ジ
タ
ル
対
応
と
し
て
、
業
務
手
続
き
の
オ
ン
ラ

イ
ン

化
や
、
内
部
管
理
の
デ
ジ
タ
ル
化
等
、
業
務
運
営
の
効

率
化
を
推
進
 

・
 
理
事
長
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
下
、
機
構
内
の
若
手

職
員
で
構
成
す
る
部
署
横
断
的
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
チ

ー
ム
（
Ｄ
Ｘ
検
討
チ
ー
ム
）
を
立
ち
上
げ
、
業
務
の
効

率
化
に
向
け
た
チ
ー
ム
員
か
ら
の
業
務
改
善
の
提
案

内
容
等
に
つ
い
て
検
討
し
、
こ
の
う
ち

39
件
に
つ
い

て
順
次
、
実
施
・
導
入
す
る
と
と
も
に
、
チ
ー
ム
員
を

通
じ
て
各
部
署
へ
の
横
展
開
を
実
施
 

・
 
前
年
度
に
実
施
し
た
Ｄ
Ｘ
ア
イ
デ
ア
コ
ン
ク
ー
ル
で

提
案
さ
れ
た
も
の
の
う
ち
、
各
部
署
の
判
断
に
て
推

進
す
る
提
案
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
行
い
、
20

件
に

つ
い
て
今
後
の
対
応
方
針
を
決
定
 

・
 
前
年
度
に
引
き
続
き
、
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
（
Ga
ro
on
）

を
用
い
た
機
構
内
部
の
申
請
手
続
を
新
た
に
３
件
追

加
 

 
情

報
シ

ス
テ

ム
の

整
備

及
び

管
理

に
つ

い
て
、
デ
ジ

タ
ル

庁
が

策
定

し
た

「
情

報
シ

ス
テ

ム
の

整
備
及
び

管
理
の
基
本
的
な
方
針
」（

令
和
３
年

12
月

24
日
デ

ジ
タ

ル
大

臣
決

定
）

に
の

っ
と

り
適

切
に

対
応
す
る

と
と
も
に
、
Ｐ
Ｍ
Ｏ
の
設
置
等
の
体
制
整
備
 

 
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
管
理
に
つ
い
て
、

デ
ジ

タ
ル
庁
が
策
定
し
た
「
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備

及
び

管
理
の
基
本
的
な
方
針
」（

令
和
３
年

12
月

24
日
デ

ジ
タ
ル
大
臣
決
定
）
に

の
っ
と
り
適
切
に
対
応
す
る

と
と
も
に
、
Ｐ
Ｍ
Ｏ
の
設
置
等

を
踏
ま
え
た
体
制
整

備
 

・
 
Ｐ
Ｍ
Ｏ
が
Ｐ
Ｊ
Ｍ
Ｏ
と
引
き
続
き
連
携
し
、
各
情
報

シ
ス
テ
ム
が
抱
え
る
技
術
的
な
課
題
等
に
対
す
る
支

援
及
び
助
言
を
合
計

43
件
実
施
 

・
 
各
情
報
シ
ス
テ
ム
の
課
題
へ
の
対
応
状
況
を
明
ら
か

に
し
た
課
題
管
理
表
を
類
似
課
題
に
対
す
る
参
考
事

例
と

し
て

機
構

内
の

グ
ル

ー
プ

ウ
ェ

ア

（
Sh
ar
eP
o
in
t）

で
全
役
職
員
に
共
有
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

・
 
Ｐ
Ｊ
Ｍ
Ｏ
担
当
者
が
作
成
す
る
シ
ス
テ
ム
構
築
・
改

修
、
保
守
運
用
業
務

等
に
係
る
調
達
仕
様
書
に
つ
い

て
、
Ｐ
Ｍ
Ｏ
に
お
い
て
、
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
等
共
通

的
な
事
項
を
標
準
化
し
た
ひ
な
形
及
び
仕
様
書
の
優

良
事
例
を
解
説
付
き
で
紹
介
し
た
「
調
達
仕
様
書
作

成
の
手
引
」
を
整
備
し
、
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
で
全
役
職

員
に
共
有
 

９
 
砂
糖
勘
定
の
短
期
借
入
に
係
る
コ
ス
ト
の
抑
制
 

第
３
 
予
算
（
人

件
費
の
見
積
り
を
含
む

。）
、

収
支
計
画
及
び
資
金
計
画
 

１
 
財
務
運
営
の
適
正
化
 

２
 
資
金
の
管
理
及
び
運
用
 

第
４
 
短
期
借
入

金
の
限
度
額
 

１
 
運
営
費
交
付
金
の
受
入
遅
延
等
に
よ
る
資
金
不
足
と
な
る
場
合
の
資
金
短
期
借
入
金
の
限
度
額
は
単
年
度
４
億
円
と
す
る
 

２
 
国
内
産
糖
価
格
調
整
事
業
の
支
払
資
金
不
足
に
お
け
る
短
期
借
入
金
の
限
度
額
は
単
年
度

80
0
億
円
と
す
る
 

３
 
で
ん
粉
価
格
調
整
事
業
の
支
払
資
金
不
足
に
お
け
る
短
期
借
入
金
の
限
度
額
は
単
年
度

12
0
億
円
と
す
る
 

第
５
 
不
要
財
産

又
は
不
要
財
産
と
な
る
こ
と

が
見
込
ま
れ
る
財
産
が
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
財
産
の
処
分
に
関
す
る
計
画
 

１
 
緊
急
的
な
経
済
対
策
と
し
て
補
正
予
算
で
措
置
さ
れ
た
畜
産
業
振
興
事
業
の
実
施
に
伴
う
返
還
金
等
の
国
庫
納
付
 

２
 
平
成

23
年
度
予
備
費
で
措
置
さ
れ
た
畜
産
業
振
興
事
業
の
実
施
に
伴
う
返
還
金
等
の
国
庫
納
付
 

第
６
 
前
号
に
規

定
す
る
財
産
以
外
の
重
要
な

財
産
を
譲
渡
し
、
又
は
担
保
に
供
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
計
画
 

第
７
 
余
剰
金
の

使
途
 

第
８
 
そ
の
他
主

務
省
令
で
定
め
る
業
務
運
営

に
関
す
る
事
項
 

１
 
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
強
化
 

 
内
部
統
制
の
充
実
・
強
化
 

 
内
部
統
制
委
員
会
の
開
催
 

・
 
令
和
６
年
５
月
に
内
部
統
制
委
員
会
を
開
催
し
、
令

和
５
年
度
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
点
検
等
を
実
施
 

・
 
行
動
憲
章
の
浸
透
促
進
の
た
め
、
行
動
憲
章
周
知
週

間
を
設
け
、
ポ
ス
タ
ー
掲
示
及
び
認
識
等
に
関
す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
 

 
 

役
員
会
の
開
催
 

・
 
年
度
計
画
の
変
更
、
財
務
諸
表
の
承
認
申
請
等
の
業
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

務
運
営
等
に
関
す
る
重
要
事
項
に
つ
い
て
、
理
事
長

の
意
思
決
定
を
補
佐
す
る
た
め
、
役
員
会
を
開
催
（
９

回
）
 

 
 

幹
部
会
の
開
催
 

・
 
原
則
毎
週
、
幹
部
会
を
開
催
し
、
組
織
と
し
て
取
り
組

む
べ
き
課
題
の
把
握
・
共
有
等
を
行
い
、
そ
の
内
容
に

つ
い
て
職
員
に
周
知
 

 
 

内
部
監
査
の
実
施
 

・
 
内
部
監
査
年
度
計
画
に
基
づ
き
、
対
象
と
し
た
４
部

署
の
所
掌
業
務
、
法
人
文
書
の
管
理
、
保
有
個
人
情
報

等
の
管
理
及
び
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
に
係
る
業

務
シ
ス
テ
ム
等
の
運
用
に
つ
い
て
、
内
部
監
査
を
実

施
 

 
 

リ
ス
ク
管
理
の
取
組
の
推
進
 

・
 
令
和
６
年
９
月
に
リ
ス
ク
管
理
委
員
会
を
開
催
し
、

各
部
に
お
け
る
リ
ス
ク
管
理
の
実
施
状
況
等
に
つ
い

て
審
議
 

・
 
令
和
６
年

11
月
～
12

月
に
役
職
員
を
対
象
と
し
て
、

機
構
全
体
の
適
切
な
リ
ス
ク
管
理
と
再
発
防
止
策
の

実
効
性
を
高
め
る
こ
と
を
目
的
に
、
動
画
視
聴
等
に

よ
る
研
修
を
実
施
 

 
 

個
人
情
報
保
護
対
策
の
実
施
 

・
 
個
人
情
報
保
護
制
度
等
の
運
用
に
関
す
る
オ
ン
ラ
イ

ン
研
修
会
(
総
務
省
)
を
職
員
８
名
に
受
講
さ
せ
（
令

和
６
年
７
～
９
月
）
、
ま
た
、
地
方
事
務
所
に
お
い
て

派
遣
職
員
を
対
象
に
周
知
を
実
施
 

・
 
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
関
す
る
認
識
度
調
査
を
実
施

し
、
個
人
情
報
の
漏
え
い
防
止
の
た
め
の
対
応
が
適

切
に
行
わ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
（
令
和
６
年
７
月
） 

・
 
個
人
情
報
の
適
正
な
取
扱
い
の
た
め
の
研
修
を
個
人

情
報
保
護
管
理
者
及
び
個
人
情
報
保
護
管
理
担
当
者

に
受
講
さ
せ
た
（
令
和
７
年
２
月
）
 

・
 
個
人
情
報
保
護
管
理
担
当
者
及
び
特
定
個
人
情
報
等
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

取
扱
者
（
各
課
長
）
を
対
象
に
、
個
人
情
報
の
取
扱
い

に
関
す
る
自
己
点
検
を
実
施
（
令
和
７
年
２
～
３
月
） 

・
 
個
人
情
報
保
護
法
等
に
基
づ
く
監
視
・
監
督
等
に
関

す
る
オ
ン
ラ
イ
ン
説
明
会
（
個
人
情
報
保
護
委
員
会
）

を
職
員
７
名
に
受
講
さ
せ
た
（
令
和
７
年
３
月
）
 

 
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
推
進
 

 
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
の
推
進
 

・
 
令
和
６
年
度
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
計
画
に
基
づ

き
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
相
談
等
窓
口
の
適
切

な
運
営
、
月
２
回
の
「
な
ん
で
も
相
談
デ
ー
」
、
研
修
、

認
識
度
調
査
、
自
己
点
検
及
び
「
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

推
進
週
間
」（

５
月
、
10

月
）
に
お
け
る
各
種
取
組
を

実
施
 

・
 
令
和
７
年
３
月
に
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会
を
開

催
し
、
令
和
６
年
度
の
取
組
実
績
等
を
報
告
す
る
と

と
も
に
、
令
和
７
年
度
の
推
進
計
画
に
つ
い
て
審
議

の
上
、
策
定
 

２
 
職
員
の
人
事
に
関
す
る
計
画
（
人
員
及
び
人
件
費
の
効
率
化
に
関
す
る
目
標
を
含
む
。
）
 

３
 
情
報
公
開
の
推
進
 

 
情

報
開

示
及

び
照

会
事

項
へ

の
対

応
（

原
則
翌
業
務

日
以
内
に
対
応
）
 

 
機

構
か

ら
の

直
接

補
助

対
象

者
等

に
係

る
情
報
公
開

（
翌
年
度
９
月
末
ま
で
に
公
表
）
 

 
情
報
開
示
及
び
照
会
事
項
へ
の
対
応
（
原
則
翌

業
務

日
以
内
に
対
応
）
 

 
機
構
か
ら
の
直
接
補
助
対
象
者
等
に
係
る
情
報

公
開

（
翌
年
度
９
月
末
ま
で
に
公
表
）
 

・
 
情
報
提
供
し
た
事
項
に
対
す
る
照
会
に
つ
い
て
は
全

て
翌
営
業
日
以
内
に
対
応
（
３
件
）
 

・
 
機
構
か
ら
の
直
接
の
補
助
対
象
者
及
び
そ
こ
か
ら
更

に
補
助
を
受
け
た
者
の
団
体
名
、
金
額
、
実
施
時
期
等

を
令
和
６
年
９
月
末
ま
で
に
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表

（
畜
産
１
回
、
野
菜
１
回
）
 

 
生

産
者

等
へ

の
資

金
に

係
る

情
報

公
開

（
翌
年
度
９

月
末
ま
で
に
公
表
）
 

 
生
産
者
等
へ
の
資
金
に
係
る
情
報
公
開
（
翌
年

度
９

月
末
ま
で
に
公
表
）
 

・
 
生
産
者
等
に
渡
っ
た
資
金
の
事
業
別
・
地
域
別
の
総

額
を
令
和
６
年
９
月
末
ま
で
に
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公

表
（
畜
産
１
回
、
野
菜
１
回
）
 

 
徴

収
し

た
輸

入
指

定
糖

等
の

調
整

金
総

額
等
の
公
表

（
四

半
期

毎
に

四
半

期
終

了
月

の
翌

月
末

ま
で
に
公

 
徴
収
し
た
輸
入
指
定
糖
等
の
調
整
金
総
額
等
の

公
表

（
四
半
期
毎
に
四
半
期
終
了
月
の
翌
月
末
ま
で

に
公

・
 
機
構
が
輸
入
指
定
糖
等
か
ら
徴
収
し
た
調
整
金
の
総

額
及
び
交
付
金
の
事
業
別
、
地
域
別
の
総
額
を
四
半
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

表
）
 

表
）
 

期
毎
に
取
り
ま
と
め
、
そ
の
実
績
及
び
収
支
状
況
に

つ
い
て
全
て
四
半
期
終
了
月
の
翌
月
末
ま
で
に
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
 

 
畜

産
業

振
興

事
業

に
よ

り
事

業
実

施
主

体
等
に
お
い

て
造

成
さ

れ
た

基
金

の
保

有
状

況
、

今
後

の
使
用
見

込
み
等
の
公
表
 

 
畜
産
業
振
興
事
業
に
よ
り
事
業
実
施
主
体
等
に

お
い

て
造
成
さ
れ
た
基
金
の
保
有
状
況
、
今
後
の
使

用
見

込
み
等
の
公
表
 

・
 
基
金
管
理
基
準
に
基
づ
き
、
対
象
基
金
（
４
基
金
）
の

名
称
、
基
金
額
等
の
基
本
的
事
項
等
を
令
和
６
年

10

月
に
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
 

４
 
消
費
者
等
へ
の
広
報
 

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
の
情
報
提
供
の
推
進
 

 
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
消
費
者
コ
ー
ナ
ー
」
の
充
実
等
に

よ
る
消
費
者
等
へ
の
分
か
り
や
す
い
情
報
提
供

の
推

進
 

・
 
広
報
誌
に
つ
い
て
、
令
和
６
年
５
月
号
か
ら
、
従
来
の

デ
ジ
タ
ル
ブ
ッ
ク
（
Ｐ
Ｄ
Ｆ
）
か
ら
Ｗ
ｅ
ｂ
マ
ガ
ジ
ン

化
す
る
と
と
も
に
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
消
費
者
コ
ー

ナ
ー
」
の
レ
イ
ア
ウ
ト
を
改
善
 

・
 
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
活
用
に
つ
い
て
、
前
年
度
に
引
き
続
き
、
産

地
や
生
産
現
場
に
関
す
る
情
報
を
発
信
。
新
た
な
取

組
と
し
て
、
若
手
職
員
の
農
村
派
遣
研
修
に
お
け
る

収
穫
作
業
等
の
様
子
を
、
受
入
先
農
家
の
協
力
の
下

撮
影
し
、
そ
の
動
画
を

Fa
c
eb
o
ok

や
In
s
ta
g
ra
m
に

掲
載
 

 
消

費
者

等
の

理
解

の
促

進
を

図
る

た
め

の
消
費
者
等

と
の
意
見
交
換
会
等
の
開
催
 

 
消
費
者
等
の
理
解
の
促
進
を
図
る
た
め
の

消
費
者
等

と
の
意
見
交
換
会
等
の
開
催
 

・
 
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

の
集

計
結

果
は

５
段

階
評

価
で

4
.5
 

・
 
消
費
者
と
の
意
見
交
換
会
に
つ
い
て
、
初
め
て

al
i
c

セ
ミ
ナ
ー
特
別
版
と
い
う
位
置
付
け
で
「
牛
乳
・
乳
製

品
の
栄
養
と
健
康
」
と
題
し
、
学
識
経
験
者
（
栄
養

学
）
等
が
登
壇
し
、
牛
乳
・
乳
製
品
の
栄
養
的
価
値
や

産
地
情
報
等
に
つ
い
て
発
信
を
行
う
と
と
も
に
、
参

加
者
と
の
意
見
交
換
を
実
施
 

・
 
a
li
c
セ
ミ
ナ
ー
に
つ
い
て
、
Y
ou
T
ub
e（

al
i
c
チ
ャ

ン
ネ
ル
）
を
利
用
し
て
海
外
か
ら
現
地
の
最
新
情
報

を
発
信
。「

日
本
産
和
牛
の
米
国
向
け
輸
出
動
向
と
輸
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中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

出
拡
大
に
向
け
た
取
組
」
の
回
で
は
、
視
聴
者
へ
の
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
に
お
い
て
理
解
度
が

4.
7
と
高
評
価
 

・
 
「
第

19
回
食
育
推
進
全
国
大
会
」
等
に
参
加
し
、
来

場
者
に
対
し
、
機
構
業
務
や
農
畜
産
物
の
正
し
い
知

識
等
に
関
す
る
情
報
を
発
信
 

５
 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
向
上
 

 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
改
善
 

 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
改
善
 

・
 
令
和
６
年
度
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
推
進
計
画
に

基
づ
き
以
下
の
取
組
を
実
施
。
 

①
 
役
職
員
を
対
象
と
し
て
外
部
講
師
に
よ
る
動
画

配
信
型
の
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
研
修
、
標
的
型
メ
ー

ル
訓
練
等
を
実
施
 

②
 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
イ
ン
シ
デ
ン
ト
へ
の
対
応

力
を
高
め
る
た
め
、
外
部
通
信
遮
断
訓
練

及
び
情
報

シ
ス
テ
ム
担
当
職
員
を
対
象
と
し
た
連
絡
訓
練
を
実

施
 

③
 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
等
に
つ
い
て
、
ポ
ッ

プ
ア
ッ
プ
形
式
で
役
職
員
に
対
し
随
時
周
知
 

④
 
情
報
シ
ス
テ
ム
を
対
象
に
、
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
対
策
を
維
持
・
強
化
す
る
た
め
の
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

診
断
及
び
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施
 

⑤
 
サ
イ
バ
ー
攻
撃
や
不
正
ア
ク
セ
ス
に
対
す
る
対

策
と
し
て
、
外
部
フ
ァ
イ
ア
ウ
ォ
ー
ル
、
プ
ロ
キ
シ
サ

ー
バ
、
Ｉ
Ｐ
Ｓ
に
よ
る
外
部
監
視
サ
ー
ビ
ス
等
の
運

用
を
継
続
 

⑥
 
NI
SC

が
令
和
５
年
度
に
実
施
し
た
情
報
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
監
査
（
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
監
査
）
及
び
ペ
ネ
ト
レ

ー
シ
ョ
ン
テ
ス
ト
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
に
対
し
、
適

切
に
対
応
 

- 23 -



 

 

中
期
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
計
画
の
概
要
 

令
和
６
年
度
の
業
務
実
績
の
概
要
 

・
 
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
委
員
会
を
開
催
し
、
令
和
６
年

度
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
実
績
を
報
告
す
る
と

と
も
に
、
令
和
７
年
度
情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
推

進
計
画
の
了
承
を
得
た
（
令
和
７
年
３
月
）
。
 

６
 
施
設
及
び
設
備
に
関
す
る
計
画
 

７
 
積
立
金
の
処
分
に
関
す
る
事
項
 

８
 
長
期
借
入
れ
を
行
う
場
合
の
留
意
事
項
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉  

 

（１） ガバナンスの状況   

① 主務大臣 

ａｌｉｃの主務大臣は、独立行政法人農畜産業振興機構法（以下「機構法」という。）

に基づき、農林水産大臣となっております。 

 

② ガバナンス体制図 

  平成 26 年の独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）の一部改正等を踏まえ、

業務方法書の一部改正を行い、これに基づき平成 27 年に内部統制に関する基本方針

を制定しました。同方針では、役職員の職務の執行を関係法令に適合させるなどａｌ

ｉｃの業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を、次図のとおり整備

しています。 

  この内部統制システムによるガバナンスとして、内部統制の推進を図るための体

制を整備し、内部統制の有効性を監視するために業務管理や業務改善等の通常の業

務に組み込まれて行われる日常的モニタリングに加え、後述の委員会等における推

進状況の点検及び検討等を行うため内部統制委員会を設置するとともに、①業務の

有効性及び効率性の確保、②法令等の順守、③危機管理、④情報保存管理を軸に体制

を整備し、それぞれに設置した委員会等によりモニタリング（独立的評価）を行って

います。 

また、内部統制の有効性のチェックのため、通則法に基づく監事及び会計監査人の

監査に服するとともに、ａｌｉｃ独自の対応として、毎年の事業の実績や補助事業の

執行、契約の実施状況について、外部の有識者に評価・点検を受けるための仕組みを

設けることで、業務の遂行に際してのＰＤＣＡサイクルの徹底を図っています。 

内部統制システムの整備に関する事項の詳細につきましては、業務方法書をご覧

ください。 https://www.alic.go.jp/disclosure/about-alic.html 
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（２）役員等の状況 

  ① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴      （令和７年３月 31 日現在） 

役職 氏   名 任期 担当 経   歴 

理事長 天羽
あ も う

 隆
たかし

 令和５年４月１日 

～ 

令和 10 年３月 31 日 

 昭和 61 年４月 農林水産省入省 

令和３年７月  林野庁長官 

令和４年６月  農林水産省退職 

副理事長 瀬島
せ じ ま

 浩子
ひ ろ こ

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和９年９月 30 日 

機構業務の全般・

業務監査室担当 

昭和 59 年４月 畜産振興事業団入団 

平成 31 年４月 農畜産業振興機構参与（調査情報部） 

令和元年９月  農畜産業振興機構退職 

令和元年 10 月 農畜産業振興機構総括理事 

総括理事 森田
も り た

 健児
け ん じ

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和７年９月 30 日 

地方事務所関係業

務の総括・総務部・

経理部・企画調整

部担当 

平成２年４月  農林水産省入省 

令和３年７月  農林水産省大臣官房付 

令和３年９月  農林水産省退職（役員出向） 

令和３年 10 月 農畜産業振興機構理事 
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② 会計監査人の氏名又は名称及び報酬 

 会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と

同一のネットワークに属する者に対する、当該事業年度の当法人の監査証明業務に

基づく報酬の額は 19 百万円（税込）です。 

 なお、当事業年度の当法人の非監査業務に基づく報酬については該当ありません。 

 

（３）職員の状況 

令和６年度末の常勤職員数は 226 人（前期末 227 人）であり、平均年齢は 41.3 歳（前

期末 42.1 歳）となっています。このうち、国からの出向者は 16人です。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況  

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

    該当ありません。 

  ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

総括理事 新納
しんのう

 正之
まさゆき

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和７年９月 30 日 

畜産関係業務の総

括・酪農乳業部担

当 

平成４年４月  農林水産省入省 

令和４年４月  農林水産省東北農政局地方参事官 

令和５年７月  農林水産省畜産局畜産振興課付 

令和５年９月  農林水産省退職（役員出向） 

理 事 藤野
ふ じ の

 哲也
て つ や

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和７年９月 30 日 

調査情報部担当 昭和 59 年４月 畜産振興事業団入団 

平成 30 年４月 農畜産業振興機構畜産振興部付 

令和３年９月  農畜産業振興機構退職 

令和３年 10 月 農畜産業振興機構理事 

理 事 藤島
ふじしま

 博
ひろ

康
やす

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和７年９月 30 日 

畜産経営対策部・

畜産振興部担当 

昭和 61 年４月 畜産振興事業団入団 

令和３年４月  農畜産業振興機構畜産振興部付 

令和５年９月  農畜産業振興機構退職 

理 事 津川
つ が わ

 貴
たか

久
ひさ

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和７年９月 30 日 

野菜業務部・野菜

振興部担当 

昭和 62 年４月 外務省入省 

令和５年９月  外務省大臣官房 

令和５年９月  外務省退職（役員出向） 

理 事 得田
と く だ

 啓史
けいしい

 令和５年 10 月１日 

～ 

令和７年９月 30 日 

特産調整部・特産

業務部担当 

平成４年４月  農林水産省入省 

令和４年６月  復興庁岩手復興局長 

令和５年６月  農林水産省大臣官房付 

令和５年９月  農林水産省退職（役員出向） 

監 事 

（常勤） 

守山
もりやま

 郁
いく

雄
お

 令和４年４月１日 

～ 

令和９年度財務諸表の 

農林水産大臣承認日 

 昭和 59 年４月 住友商事（株）入社 

令和２年６月  住友商事（株）国内担当役員付 

令和４年３月  住友商事（株）退職 

監 事 

（常勤） 

渡邊
わたなべ

 雅一
まさかず

 令和５年６月 22 日 

～ 

令和９年度財務諸表の 

農林水産大臣承認日 

 昭和 62 年４月 明治乳業（株）入社 

令和４年６月  明治飼糧（株）常務取締役 

令和５年６月 （株）明治退職 
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    該当ありません。 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

    該当ありません。 

（５）純資産の状況  

① 資本金の状況                                             （単位：百万円） 

令和６年度末の資本金（政府出資金）は 30,555 百万円であり、その内訳は畜産勘定

29,965 百万円、野菜勘定 261 百万円、肉用子牛勘定 329 百万円となっています。 

 

② 目的積立金等の状況 

令和６年度は、目的積立金の申請を行っていません。 

積立金の取崩状況については、事業の財源に充当するため補給金等勘定において

598 百万円、野菜勘定において 8百万円、でん粉勘定において 126 百万円、前中期目

標期間繰越積立金を取り崩しています。 

補給金等勘定の取崩しは、中期計画の積立金の処分に関する事項において定めた

独立行政法人農畜産業振興機構法第 10 条第１号ロからヘまでに規定する業務及びこ

れらに附帯する業務に充てるため、令和５年６月 28 日付けで主務大臣から承認を受

けて行ったものです。 

野菜勘定の取崩しは、中期計画の積立金の処分に関する事項において定めた自己

収入財源で取得した固定資産の減価償却に充てるため、令和５年６月 28 日付けで主

務大臣から承認を受けて行ったものです。 

また、でん粉勘定の取崩しは、中期計画の積立金の処分に関する事項において定め

た独立行政法人農畜産業振興機構法第 10条第５号ホ及びヘに規定する業務に充てる

ため、令和５年６月 28日付けで主務大臣から承認を受けて行ったものです。 

 
（６）財源の状況  

① 財源（収入）の内訳（運営費交付金、国庫補助金、業務収入、その他） 

令和６年度の法人単位の収入決算額は 280,502 百万円で、その内訳は以下のとおり

です。 

         （単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 30,555 － － 30,555 

資本金合計 30,555 － － 30,555 

区      分 金      額 構成比率 

運営費交付金 3,073 1.1% 

国庫補助金 4,823 1.7% 
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（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

② 自己収入に関する説明 

当法人における自己収入として、業務収入、その他の収入があります。 

収入全体の約 2 割を占める業務収入の内訳は、輸入乳製品売渡収入 25,615 百万円、

指定糖調整金・異性化糖調整金・加糖調製品調整金収入 30,661 百万円、でん粉価格

調整事業収入 9,014 百万円となっております。 

輸入乳製品売渡収入は、WTO 協定に基づき、国家貿易機関としての国際約束数量（カ

レント・アクセス）の指定乳製品等の輸入・売渡しと国内需給に応じた指定乳製品等

の追加輸入・売渡しを行うことにより得られるものです。 

また、指定糖・異性化糖・加糖調製品調整金収入は、砂糖及びでん粉の価格調整に

関する法律に基づき輸入される指定糖、異性化糖、加糖調製品の買入れ・売渡し、で

ん粉価格調整事業収入は、同法に基づき輸入されるコーンスターチ用とうもろこし

の買入れ・売渡しを行うことにより得られるものです。 

また、その他の収入は、運用収入 592 百万円のほか、畜産勘定における資金より受

入 9,651 百万円、砂糖勘定における借入金 59,602 百万円などとなっております。 

 

（７）社会及び環境への配慮等の状況 

業務における環境配慮については「独立行政法人農畜産業振興機構がその事務及び

事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため実行すべき措置について定める実施計

画（令和４年度～令和 12年度）」を策定し、毎年度、環境物品等の調達を推進するほか、

電気使用量やコピー用紙等の使用量の削減に努めております。また、環境配慮の一環と

して、「クールビズ」の励行をはじめとして政府の夏季及び冬季の省エネルギーの取組

に協力するとともに、ワークライフバランスの観点からも定時退勤の促進等に取り組

んでいます。 

この他、社会貢献活動の推進については、女性活躍推進法に基づく管理職への女性の

積極的な登用や障害者雇用促進法に基づく障害者雇用、「国民安全の日」における安全

確保の取組、国土緑化運動の推進のための「緑の募金運動」への協力や農畜産業の振興

に寄与する行事への後援等を行っています。 

 

（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉  

ａｌｉｃは、国民生活上重要な農畜産物を対象に、経営安定対策、需給調整・価格安

定対策、家畜疾病や自然災害等に係る緊急対策、情報収集提供業務等を的確に実施する

その他の政府交付金 127,079 45.3% 

業務収入 65,290 23.3% 

その他の収入（運用収入 他） 80,237 28.6% 

合計 280,502 100％ 
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ことを通じて、農畜産業及びその関連産業の健全な発展並びに国民消費生活の安定に

寄与するという役割を担っています。 

このため、事業ごとに業務システムを整備し、迅速かつ正確な業務の執行を可能とす

る体制を整え、これらの業務を機動的かつ効率的に実施しています。加えて、キャリア

パス等の設定、女性管理職の育成、シニア層の職員の活用等を規定した人事管理・人材

育成に関する指針を定め、人的資本の確保・強化に取り組んでいます。 

令和６年度においてはこれらの取組を継続するとともに、業務のデジタル化の更な

る進展に適切に対応できるような人材の育成に取り組みました。また、「えるぼし認定」

（女性活躍推進）を継続し、更なる女性職員の能力向上・活用を図るとともに、法人価

値の向上及び優秀な人材確保に努めています。 

 

８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

リスク管理については、独立行政法人農畜産業振興機構リスク管理規程及びリスク

管理の手引き等を整備するとともに、リスク管理委員会を設置し、その推進を図ること

としています。リスク管理委員会を中心とした体制の下、各部署において、その実施す

る業務について、あらかじめリスクとなりうる項目を列挙してモニタリングし、定期的

な点検と年間の取組実績の評価・改善を行うことにより、ＰＤＣＡサイクルに基づくリ

スク管理を行っています。 

令和６年度は、リスク管理の実効性向上のため、リスク意識向上に関する動画視聴等

による研修を実施することにより、職員に対するリスク管理の重要性の涵養を図って

います。 

 

（参考）図２ リスク管理のプロセス 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

デジタル社会の実現に向けた取組が一層加速し、ＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション）の推進が強く求められる中、令和６年度は、横断的なプロジェクトチーム（Ｄ

Ｘ検討チーム）を立ち上げ、業務の効率化に向けた諸課題について検討し、業務運営の

簡素化・効率化等を図りました。 

また、情報システムの統一的かつ効率的な整備及び管理を推進するため、令和５年度

に設置したＰＭＯによるＰＪＭＯのへの支援を積極的に行いました。 

なお、情報セキュリティ対策については、外部ファイアーウォールやメールセキュリ

ティ対策ソフトの運用に加え、役職員を対象とした研修、標的型メール訓練等を実施す

るなどハード・ソフトの両面からの取組を継続しています。 

第５期中期目標には、業務運営の効率化として業務手続きのオンライン化や内部管
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理のデジタル化等を推進するほか、情報システムの整備及び管理について、適切に対応

するための体制整備を行い、情報セキュリティ対策やＤＸの推進に不可欠なデジタル

人材の育成・確保等による体制の強化を図ることとされています。このほか、人材の育

成については、研修、関係機関との人事交流、在外経験に関する取組や女性の活躍推進

に係る取組についても明記されています。これらの目標については、中期計画及び年度

計画に基づき、着実に取り組むことが必要と考えています。 

 

 

○リスク管理のプロセス 

 

図２ 
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９ 業務の適正な評価の前提情報 

ａｌｉｃの事業についての理解に資するため、セグメント毎の主な事業のスキームを示

します。 

（１）畜産（肉畜・食肉等）関係 

 
【令和６年度交付実績：21,709 百万円】 
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【令和６年度交付実績：０円】 
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【令和６年度交付実績：15,694 百万円】 
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【令和６年度交付実績：25,635 百万円】 
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（２）畜産（酪農・乳業）関係 

 
【令和６年度交付実績：37,768 百万円】 
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【令和６年度交付実績：13,179 百万円】 

  

- 37 -



 

 

（３）野菜関係 

 
【令和６年度交付実績：4,783 百万円】 
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【令和６年度交付実績：192 百万円】 
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【令和６年度交付実績：315 百万円】 
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【令和６年度交付実績：104 百万円】 
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（４）特産関係（砂糖・でん粉） 

 
【令和６年度交付実績：40,834 百万円】 
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【令和６年度交付実績：9,139 百万円】 
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（５）情報収集提供 

 

 

【令和６年度業務実績：335 百万円】 
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１０ 業務の成果と使用した資源との対比 

（１） 当事業年度の主な業務成果・業務実績 

「６ 中期計画及び年度計画」をご参照ください。 

（２）自己評価（令和６年度項目別評定総括表） 

項目 評価（注） 行政コスト 

第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

１ 畜産（肉畜・食肉等）関係業務 Ｂ 82,285,603 千円 

２ 畜産（酪農・乳業）関係業務 Ｂ 73,092,523 千円 

３ 野菜関係業務 Ｂ 6,523,674 千円 

４ 特産（砂糖・でん粉）関係業務 Ｂ 50,698,279 千円 

５ 情報収集提供業務 Ｂ 527,604 千円 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ 業務運営の効率化による経費の削減 Ｂ  

２ 役職員の給与水準の検証 Ｂ 

３ 調達の合理化 Ｂ 

４ 業務執行の改善 Ｂ 

５ 機能的で効率的な組織体制の整備 Ｂ 

６ 補助事業の効率化等 Ｂ 

７ デジタル化の推進による業務の効率化 Ａ 

８ 砂糖勘定の短期借入に係るコストの抑制 Ｂ 

第３ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画等に関する事項 

１ 財務運営の適正化 Ｂ  

２ 資金の管理及び運用 Ａ 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 運営費交付金の受入遅延等による資金不足となる

場合の資金短期借入金の限度額は単年度４億円とす

る 

―  

２ 国内産糖価格調整事業の支払資金不足における短

期借入金の限度額は単年度 800 億円とする 

Ｂ 

３ でん粉価格調整事業の支払資金不足における短期

借入金の限度額は単年度 120 億円とする 

Ｂ 

第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の

処分に関する計画 

１ 緊急的な経済対策として補正予算で措置された畜

産業振興事業の実施に伴う返還金等の国庫納付 

Ｂ  
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（注）評価区分 

Ｓ：項目の達成度合が 120％以上で顕著な成果がある 

Ａ：項目の達成度合が 120％以上 

Ｂ：項目の達成度合が 80％以上 120％未満 

Ｃ：項目の達成度合が 60％以上 80％未満 

Ｄ：項目の達成度合が 60％未満 

 

（３）当中期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況 

 

（参考）前期中期目標期間（第４期）における主務大臣による総合評定 

 

（注）評価区分 

Ｓ：総合評価の達成度合が 120％以上で顕著な成果がある 

Ａ：総合評価の達成度合が 120％以上 

２ 平成 23 年度予備費で措置された畜産業振興事業の

実施に伴う返還金等の国庫納付 

Ｂ 

３ 所有する職員宿舎の廃止に向けた取組 Ｂ  

第６ 前号に規定する財産以外の重要な財産を譲渡

し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

―  

第７ 余剰金の使途 ―  

第８ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

１ ガバナンスの強化 Ｂ  

２ 職員の人事に関する計画 Ｂ 

３ 情報公開の推進 Ｂ 

４ 消費者等への広報 Ａ 

５ 情報セキュリティ対策の向上 Ｂ 

６ 施設及び設備に関する計画 ― 

７ 積立金の処分に関する事項 Ｂ 

８ 長期借入れを行う場合の留意事項 ― 

区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

評定（注） Ｂ － － － － 

理由 ※令和６年度の主務大臣による総合評定は、審査中です（令和７年６月 30

日現在）。 

期間評価総合評定 Ｂ 

区分 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

評定（注） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
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Ｂ：総合評価の達成度合が 80％以上 120％未満 

Ｃ：総合評価の達成度合が 60％以上 80％未満 

Ｄ：総合評価の達成度合が 60％未満 

業務実績評価結果の詳細につきましては、以下のホームページをご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/hyoka.html 
 

１１  予算と決算との対比 

要約した法人単位決算報告書                          （単位：百万円） 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

予算額と決算額の差額の説明 

（注１）業務経費が見込より下回ったことによる減等 

（注２）交付金の発動が見込より下回ったことによる減等 

（注３）支払消費税が見込より下回ったことによる減 

（注４）当年度の借入金が見込より下回ったことによる減 

 

詳細につきましては、決算報告書をご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/zaimu.html 
  

区 分 予 算 決 算 差額理由 

収入     

 運営費交付金 3,073 3,073   

 国庫補助金 4,827 4,823 

 

 その他の政府交付金 127,079 127,079   

 業務収入 67,317 65,290 

 

 その他収入 275,803 80,237 （注１） 

 計 478,100 280,502  

支出       

 業務経費 398,191 196,015 （注２） 

 借入金償還 70,400 63,919 

 

 人件費 2,694 2,559 

 

 一般管理費 1,081 750 （注３）  

 その他の支出 297 157 （注４）  

 計 472,664 263,401  
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１２  財務諸表 

要約した法人単位財務諸表 

（１）貸借対照表 （令和 7年 3月 31 日）               （単位：百万円） 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 
 
（２） 行政コスト計算書（令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日）  （単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

        

流動資産 293,998 流動負債  74,576 

現金及び預金（※１） 288,166  運営費交付金債務  518 

有価証券 3,600  預り補助金等  1,084 

その他 2,232  短期借入金  59,602 

    未払金  10,438 

固定資産 54,608  その他  2,935 

有形固定資産 766 

  

無形固定資産 2 固定負債  297,887 

投資その他の資産 53,840  資産見返負債  316 

  投資有価証券 44,057  長期預り補助金等  295,736 

  関係会社株式 8,138  退職給付引当金 1,835 

  投資評価引当金 △ 70   

  その他 1,715     

   負債合計 372,463 

    純資産の部（※２） 金 額 

    資本金 30,555 

      政府出資金 30,555 

    繰越欠損金 57,099 

  評価・換算差額等 2,688 

  

 関係会社株式評価差額 

 金 

2,688 

    純資産合計 △ 23,857 

資産合計 348,606 負債純資産合計 348,606 

区 分 金 額 

Ⅰ損益計算書上の費用 198,018 

  業務費（※３） 195,980 

  一般管理費（※４） 1,797 

その他（※５） 199 
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（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 

（３）損益計算書（令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日）     （単位：百万円） 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

  

臨時損失（※６） 42 

Ⅱ行政コスト合計 198,018 

科 目 金 額 

経常費用（A） 197,976 

業務経費（※３） 195,980 

   交付金 115,758 

   補助金 41,873 

  国庫納付金 13,424 

  人件費 1,416 

  減価償却費 31 

   その他 23,478 

一般管理費（※４） 1,797 

人件費 1,062 

   減価償却費 56 

その他 679 

その他（※５） 199 

経常収益（B） 200,355 

運営費交付金収益 2,533 

補助金等収益 132,464 

事業収入 64,379 

その他 979 

臨時損失（C）（※６） 42 

臨時利益（D） 1,607 

前中期目標期間繰越積立金取崩額（E） 731 

当期総利益（B-A-C+D+E） 4,676 
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（４）純資産変動計算書（令和 6年 4月 1 日～令和 7年 3月 31 日）  （単位：百万円） 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 
（５）キャッシュ･フロー計算書（令和 6年 4月 1日～令和 7年 3月 31 日） 

（単位：百万円） 

 

 資本金 

合計 

利益剰余金（又は繰

越欠損金（△）） 

合計 

評価・換算

差額等 

合計 

純資産 

合計 

当期首残高 30,555 △ 61,044 2,508 △ 27,981 

当期変動額     

 利益剰余金(又は繰

越欠損金(△))の当

期変動額(純額) 

 

3,944 

 

3,944 

 評価・換算差額等の

当期変動額（純額） 

  180 180 

当期変動額合計 － 3,944 180  4,124 

当期末残高（※２） 30,555 △ 57,099 2,688 △ 23,857 

区 分 金 額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） △ 6,723 

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 21,522 

人件費支出 △ 2,550 

事業費支出 △ 178,496 

一般管理費支出 △ 703 

その他業務支出 △ 42 

運営費交付金収入 3,073 

補助金等収入 140,656 

事業収入 64,936 

国庫納付金の支払額 △ 13,424 

政府交付金の精算による返還金の支出 △ 482 

その他収入・支出 1,831 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B）  △ 26,139 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △ 8,202 

Ⅳ資金増加額（△資金減少額）（D=A+B+C） △ 41,063 

Ⅴ資金期首残高（E） 172,529 

Ⅵ資金期末残高（F=D+E）（※７） 131,466 
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（注１）キャッシュ・フロー計算書 

資金の期末残高の貸借対照表上の科目 

現金及び預金（※１）    288,166 百万円 

うち定期預金       156,700 百万円 

（差引）資金残高（※７）  131,466 百万円 

（注２）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/zaimu.html 
 

１３  財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報   

各財務諸表の概要 

（１）貸借対照表 

（資産） 

令和６年度末現在の資産合計は 348,606 百万円と、前年度比 14,694 百万円減（前年

度 363,300 百万円、4.0％減）となっています。これは、現金及び預金が 288,166 百万

円と、前年度比 17,363 百万円減（前年度 305,529 百万円、5.7％減）となったことが

主な要因です。 

（負債） 

令和６年度末現在の負債合計は 372,463 百万円と、前年度比 18,818 百万円減（前年

度 391,281 百万円、4.8％減）となっています。これは、長期預り補助金等が 295,736

百万円と、前年度比 13,786 百万円減（前年度 309,523 百万円、4.5％減）となったこ

とが主な要因です。 

 

（２）行政コスト計算書 

令和６年度の損益計算書上の費用並びに行政コストは 198,018 百万円と、前年度比

63,524 百万円減（前年度 261,542 百万円、24.3％減）となっています。これは、畜産

勘定における畜産業振興事業費が 39,218 百万円と、前年度比 57,957 百万円減（前年度

97,176 百万円、59.6％減）となったことが主な要因です。 

 

（３）損益計算書 

（経常費用） 

令和６年度の経常費用は 197,976 百万円と、前年度比 63,146 百万円減（前年度

261,121 百万円、24.2％減）となっています。これは、畜産勘定等における補助金が

41,873 百万円と、前年度比 59,548 百万円減（前年度 101,421 百万円、58.7％減）とな

ったことが主な要因です。 
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（経常収益） 

令和６年度の経常収益は 200,355 百万円と、前年度比 47,451 百万円減（前年度

247,806 百万円、19.1％減）となっています。これは、補助金等収益が 132,464 百万円

と、前年度比 57,594 百万円減（前年度 190,058 百万円、30.3％減）となったことが主

な要因です。 

（臨時利益） 

令和６年度の臨時利益は 1,607 百万円と、前年度比 330 百万円増（前年度 1,277 百

万円、25.8％増）となっています。これは、過年度補助事業費返還金等の額が 1,604 百

万円と前年度比 340 百万円増（前年度 1,264 百万円、26.9％増）となったことが主な要

因です。 

なお、畜産業振興事業において補助金返還命令を発出したもののうち、令和６年度末

において 1件 1,659 百万円が未返還となっています。 

（当期総損益） 

上記損益の状況に臨時損失 42百万円及び前中期目標期間繰越積立金取崩額 731 百万

円を計上した結果、令和６年度の当期総利益は、4,676 百万円と前年度比 16,310 百万

円増（前期総損失 11,634 百万円）となっています。 

 

（４）純資産変動計算書 

令和６年度末の純資産は△23,857 百万円と、前年度比 4,124 百万円増（前期純資産△

27,981 百万円）となっています。これは、繰越欠損金が 57,099 百万円（前期繰越欠損

金 61,044 百万円）となったことが主な要因です。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは△6,723百万円と、前年度比82,070

百万円増（前年度△88,792 百万円）となっています。これは、畜産業振興事業費支出

が△39,458 百万円と、前年度比 56,886 百万円増（前年度△96,343 百万円）となったこ

とが主な要因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△26,139 百万円と、前年度比

12,947 百万円減（前年度△13,192 百万円）となっています。これは、定期預金の預入

による支出と定期預金の払戻による収入との収支差が△23,700 百万円と、前年度比

6,400 百万円減（前年度△17,300 百万円）となったことが主な要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△8,202百万円と、前年度比17,869

百万円減（前年度 9,667 百万円）となっています。これは、短期借入れによる収入と短
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期借入金の返済による支出との収支差が△4,317 百万円と、前年度比 14,487 百万円減

（前年度 10,170 百万円）となったことが主な要因です。 

 

１４ 内部統制の運用に関する情報  

 ａｌｉｃは、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、機構法又は他の法令に適合す

ることを確保するための体制その他独立行政法人の業務の適正を確保するための体制の整

備に関する事項を定めておりますが、その推進の中心となるものとして、内部統制委員会を

置いています。 

 また、内部統制委員会は、「独立行政法人農畜産業振興機構の内部統制に関する基本方針」

に定めるところにより、中期目標及び中期計画に基づき、法令等を遵守しつつ、業務を有効

かつ、効率的に実施することを目的として設置されており、令和６年度においては、５月に

開催し、内部統制に関する改善方針等について審議を行いました。 

 

１５ 法人の基本情報 

（１）沿革  

平成 15年 10 月 農畜産業振興事業団と野菜供給安定基金の統合により独立行政法人

農畜産業振興機構として設立 

なお、当機構の前身となる法人の沿革は次のとおりです。 

ア 農畜産業振興事業団 

      昭和 36 年 12 月  畜産振興事業団設立 

      昭和 40 年 ８月  糖価安定事業団設立 

      昭和 41 年 ３月  日本蚕糸事業団設立 

      昭和 56 年 10 月  糖価安定事業団と日本蚕糸事業団を統合し、蚕糸砂糖類価

格安定事業団設立 

      平成８年 10 月  畜産振興事業団と蚕糸砂糖類価格安定事業団を統合し、農

畜産業振興事業団が設立 

    イ 野菜供給安定基金 

昭和 51 年 10 月  設立 

   第１期中期目標期間 平成 15 年 10 月～平成 20年３月 

    平成17年10月  神戸事務所廃止 

    平成19年10月  甘味資源作物交付金及び国内産糖交付金の交付の業務の開始 

〃     輸入に係る指定でん粉等の買入れ及び売戻しの業務の開始 

    平成19年12月  東京、千葉、横浜、名古屋、大阪、岡山、福岡及び宮崎の事務

所廃止 

     平成 20年 1月  鹿児島事務所開設（鹿児島分室（平成 19年４月開設）を改組） 

   第２期中期目標期間 平成 20 年 ４月～平成 25年３月 
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     平成 20年４月  蚕糸業経営安定対策事業への補助の業務の廃止 

〃   生糸の買入れ及び売渡しの業務の廃止 

〃   繭又は生糸の生産又は流通の合理化を図るための事業その他

の蚕糸業の振興に資するための事業（蚕糸業振興事業）への

補助の業務の廃止 

     平成 22年８月  シンガポール駐在員事務所廃止 

     平成 23年３月  ワシントン、ブエノスアイレス、ブリュッセル、シドニー駐

在員事務所廃止 

   第３期中期目標期間 平成 25 年 ４月～平成 30年３月 

   第４期中期目標期間 平成 30 年 ４月～令和 ５年３月 

平成 30 年 12 月 肉用牛及び肉豚についての交付金の交付の法制化業務の開始 

〃   輸入加糖調製品の買入れ及び売戻しの業務の開始 

   第５期中期目標期間 令和５年 ４月～令和 10年３月 

 

（２）設立に係る根拠法  

独立行政法人農畜産業振興機構法（平成 14年法律第 126 号）   

 

（３）主務大臣   

農林水産大臣 
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（４）組織体制   

 

組　織

（令和７年３月３１日現在）

【１１部　１室　３地方事務所】

総 務 課 文書の審査・接受・保存、内部統制、公印の管理、情報公開、個人情報、訴訟等、緊急事態対応、

行動憲章、総務部の取りまとめ

総 務 部

人 事 課 人事、勤務規律及び給与支給等、労働組合、研修、宿舎、福利厚生等

役員１０名（常勤）

職員２２６名

業 務 監 査 室 業務等の適正・合理化、内部監査、コンプライアンス

経 理 課 企画立案、契約、物品の調達、予算の執行管理、決算及び財務諸表等の作成等

経 理 部 経理部の取りまとめ

資 金 課 現金、預金、有価証券等の出納保管等

企 画 評 価 課 企画調整部の取りまとめ、役員会・幹部会、リスク管理、中期計画・年度計画の作成等、

中期計画に係る事業報告書の作成、第三者機関の点検・評価、補助事業の審査・評価の企画調整

企 画 調 整 部

シ ス テ ム 調 整 課 情報ネットワークの整備・運用、情報システムの開発・利用に係る調整、情報化推進・情報セキュリティ

広 報 消 費 者 課 広報活動の企画・実施、消費者への情報提供・調査・意見等の対応

ホームページの運営

調 査 情 報 部

経 営 対 策 課 畜産経営対策部の取りまとめ

畜産業振興事業のうち肉用牛・養豚の経営安定に資するための事業に要する経費の補助、指導監督等

肉 用 牛 肥 育 経 営 課

畜 産 経 営 対 策 部

肉 用 子 牛 課 指定協会との連絡調整等

肉用子牛生産者補給交付金及び肉用子牛生産者積立助成金の交付、指導監督等

理事長

１名 養 豚 経 営 課

副理事長

１名

理事 酪 農 振 興 課 酪農乳業部の取りまとめ

６名

酪 農 乳 業 部

乳 製 品 課 指定乳製品等の輸入、買入れ、交換、売渡し、保管

指定乳製品等の輸入・買入の業務委託、一般輸入に係る買入れ及び売戻し等

生 乳 課 加工原料乳生産者補給交付金及び集送乳調整金の交付、指導監督等

管 理 課 畜産振興部の取りまとめ、旧事業団の出資に係る株式又は持分の管理及び処分等

畜産業振興事業の取りまとめ、事業実施主体の公募、進行管理等、評価手法の開発等

畜 産 振 興 部 畜 産 生 産 課

畜 産 流 通 課

管 理 課 野菜業務部の取りまとめ、野菜業務部及び野菜振興部の企画・立案・調整

野 菜 業 務 部 出荷団体及び生産者の登録、野菜需給情報等交換会の開催等

予 約 業 務 課 指定野菜価格安定対策事業に係る生産者補給交付金等の交付予約、指導監督

指定野菜価格安定対策事業に係る指定野菜価格安定対策資金の管理、登録出荷団体等の指導監督

交 付 業 務 課 指定野菜価格安定対策事業に係る出荷数量及び平均販売価額の算定・審査、指導監督

指定野菜価格安定対策事業に係る市場及び卸売業者との連絡、生産者補給交付金等の交付

需 給 業 務 課 野菜振興部の取りまとめ、指定野菜の供給計画・出荷数量の認定

野 菜 振 興 部

契 約 取 引 推 進 課 契約指定野菜安定供給事業に係る生産者補給交付金等の交付予約及び交付、指導監督

契約指定野菜安定供給事業に係る契約指定野菜安定供給資金の管理、登録出荷団体等の指導監督

助 成 業 務 課 野菜価格安定法人が行う特定野菜等供給産地育成価格差補給事業に要する経費の補助、指導監督

特 産 調 整 部 管 理 課 特産調整部の取りまとめ、特産調整部及び特産業務部の業務に係る収支の管理・調整

砂糖勘定及びでん粉勘定に係る国庫納付金の納付等

輸 入 調 整 第 一 課

輸 入 調 整 第 二 課

特 産 製 品 課 特産業務部の取りまとめ、国内産糖交付金及び国内産いもでん粉交付金の交付等

特 産 業 務 部 国内産原料糖の入札、砂糖生産振興事業に要する経費の補助、指導監督等

特 産 原 料 課 甘味資源作物及びでん粉原料用いも生産者交付金の交付

甘味資源作物及びでん粉原料用いもの業務調査

地 方 事 務 所 特産業務部及び調査情報部の所掌事務を分掌

札幌、鹿児島、那覇

監事
２名（常勤）

畜産業振興事業のうち酪農経営者の経営の安定を図ることを目的とする事業等に要する経費の補助、指導監督等

野菜農業振興事業のうち都道府県段階の野菜の生産出荷動向等の情報収集、緊急需給調整等に要する経費の補助、指導監督
等

野菜農業振興事業に要する経費の補助、指導監督

農畜産物の国内・海外の情報の収集・整理・提供

肉用牛についての交付金の交付、指導監督等

畜産業振興事業のうち肉用牛についての交付金の交付事業を補完する事業に要する経費の補助、指導監督等

畜産業振興事業のうち肉用子牛生産者補給金制度を補完する事業に要する経費の補助、指導監督等

肉豚についての交付金の交付、指導監督等

畜産業振興事業のうち肉豚についての交付金の交付事業を補完する事業に要する経費の補助、指導監督等

畜産業振興事業のうち酪農・乳業の生産の振興等、牛乳乳製品の価格安定・流通合理化・衛生安全等に関する事業に要する経
費の補助、指導監督等

輸入指定糖、指定でん粉等及び異性化糖等並びに国内産異性化糖の買入れ及び売戻し

輸入指定糖の入札、輸入指定糖・輸入でん粉等及び異性化糖等並びに国内産異性化糖の業務調査

輸入加糖調製品の買入れ及び売戻し

輸入加糖調製品の業務調査

畜産業振興事業のうち家畜及び畜産物の生産の振興又は合理化等に関する事業に要する経費の補助、指導監督等

畜産業振興事業のうち家畜及び畜産物の流通の合理化等に関する事業に要する経費の補助、指導監督等
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（５）事務所の所在地  

本部    ：東京都港区麻布台二丁目２番１号 

札幌事務所 ：北海道札幌市中央区北三条西七丁目１番地 

鹿児島事務所：鹿児島県鹿児島市西千石町１７番３号 

那覇事務所 ：沖縄県那覇市久米二丁目４番１４号 

 
（６）主要関連会社及び関連公益法人等の状況   

名 称 業務の概要 出資目的 

関連会社   

（株）北海道畜産公社 家畜の処理及び冷蔵庫の経営 

枝肉取引市場の経営 

肉畜及び畜肉の販売及び加工販売 

食肉の需給規模の拡大に対処し、食

肉の流通過程の改善合理化を図る

こと等 

（株）秋田県食肉流通公社 肉畜のと畜、解体 

枝肉及び副産物の買い取り並びに

受託処理加工 

食肉及び副産物の加工並びに貯蔵

販売 

肉畜処理能力の拡大及び食肉の安

定的供給を図り、畜産振興、食肉流

通の合理化及び食肉取引の近代化

に資すること等 

（株）山形県食肉公社 食肉の生産処理及び保管 

食肉、副産物の加工品の製造及び

販売 

食肉、副産物の冷蔵保管並びに委

託処理 

肉畜処理能力の拡大及び食肉の安

定的供給を図り、食肉流通の合理化

及び食肉取引の近代化に資するこ

と等 

（株）群馬県食肉卸売市場 冷蔵冷凍保管業務 

豚枝肉、牛枝肉、食肉副生物等の

仕入 

食肉、食肉副生物、食肉加工品等

の製造及び販売 

食肉市場価格の安定及び肉畜生産

の安定を図るとともに部分肉の流

通を推進すること等 

（株）全日本農協畜産公社 畜産物の流通改善に関する事業 

畜産物の加工処理及び販売 

畜産物の冷蔵保管 

畜産資源の価値を高め、畜産振興の

安定的発展を図ること 

（株）山梨食肉流通センタ

ー 

家畜のと畜、解体 

食肉の処理、加工、販売 

食肉市場の運営 

畜産農家が安定的に出荷できる流

通拠点を確保し、消費者に対し新鮮

かつ安全な食肉を提供する流通拠

点を整備し、畜産振興及び食肉流通

の合理化、近代化に資すること 

（株）富山食肉総合センタ 肉畜のと畜解体処理 肉畜処理の円滑化と食肉の安定供

- 56 -



 

 

ー 食肉の加工処理 

食肉の冷蔵保管 

給を図り、もって畜産振興及び食肉

流通の合理化、近代化に資すること

等 

（株）鳥取県食肉センター 家畜のと畜、解体 

食肉の処理、加工及び販売 

副産物（原皮、内臓、骨等）の処

理、加工及び販売 

鳥取県肉畜生産の振興と食肉流通

体系の近代化を図ること等 

（株）香川県畜産公社 獣畜のと畜解体処理 

部分肉の処理、加工、保管 

自社の敷地、建物、施設の管理運

営 

香川県肉畜生産の安定的基盤の確

立と食肉流通の改善合理化をはか

り畜産事業の発展向上を図ること

等 

JA えひめアイパックス

（株） 

家畜の処理・解体 

家畜の内臓処理及び販売 

食肉加工品の製造及び販売 

肉畜処理能力の拡大及び食肉の安

定的供給を図り、畜産振興、食肉流

通の合理化及び食肉取引の近代化

に資すること等 

（株）熊本畜産流通センタ

ー 

肉畜のと畜・解体 

食肉の製造加工及び販売 

内臓など副産物の処理販売 

加工処理機能の整備強化並びに販

売体制の拡充強化を図り、産地食肉

センターとして熊本県畜産の振興

に寄与するとともに消費者のニー

ズに応える食肉流通拠点施設とし

て経営すること 

（株）ナンチク  食肉の製造及び販売 

農産加工品の販売 

食肉の製造及び販売並びにこれら

に附帯する事業を営むこと等 

（株）JA 食肉かごしま 牛・豚のと畜解体処理加工 

豚の生産・販売 

肉畜処理能力の拡大及び食肉の安

定的供給を図り、食肉流通の合理化

及び食肉取引の近代化に資するこ

と 

（株）沖縄県食肉センター 肉畜の集荷及び食肉、加工品の販

売 

家畜のと畜解体、処理加工 

食肉及び副産物の冷蔵保管 

肉畜の集荷及び食肉、加工品の販売

等の事業を営むこと等 

四国乳業（株） 牛乳の処理及び販売 

乳製品の製造及び販売 

清涼飲料の製造及び販売 

近代的な牛乳乳製品の処理加工施

設の建設により、牛乳乳製品の製造

コストを引下げるとともに、生乳の

流通の合理化を図り、酪農経営の安

定に資すること等 
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名 称 業務概要 出資目的 

関連公益法人等   

（一財）生物科学安全研究所 医薬品、飼料等及び畜産物の

安全性等の研究、検査及び技

術の指導 

実験動物としての家畜及び

家禽の研究 

家畜、家きんに使用する医薬品及び

飼料の安全性と遺伝に及ぼす影響

等の生物科学に関する研究、検査及

び技術の指導を行い、もって学術の

発展と畜産業の振興に寄与するこ

と 

（公財）日本食肉流通センター 部分肉の取引のための施設

の貸付けに関する事業 

部分肉の取引数量、取引価格

等の情報の収集及び公表 

部分肉の流通の改善及び合

理化のための調査研究等 

部分肉の取引の適正化のための業

務を行うことにより、食肉流通の改

善及び合理化を推進し、もって畜産

及びその関連産業の発展と国民の

食生活の改善に資すること 

（公財）日本食肉消費総合セン

ター 

食肉の消費普及及び啓発宣

伝 

食肉の栄養及び調理に関す

る知識及び情報の収集、普及

及び広報 

食肉の生産・流通・消費の実

情、動向の総合的調査研究と

国際交流 

食肉に関する知識及び情報の提供、

食肉の消費普及、食肉の生産、流通

及び消費に関する調査研究及び国

際交流等を行い、もって国民の食生

活の安定及び改善並びに畜産業及

び食肉産業の近代化に資すること 

（公財）日本食肉生産技術開発

センター 

食肉等の処理等の機械、施

設、システムについての調査 

研究開発、情報収集、提供、

コンサルタント業務 

と畜から食肉等の処理、加工、流通

及び販売に至る分野における機械、

施設及びシステムについての研究

開発、情報の収集等を行い、食肉等

の生産、流通及び販売の改善及び合

理化を推進し、もって畜産及び食肉

産業の発展と食生活の改善に資す

ること 

(公財)加古川食肉公社 食肉産業振興に関する指導育

成事業 

食肉卸売市場の開設 

食肉センターの近代化整備及

び管理運営に関する事業 

食肉流通機構の合理的改善と広域

的な食肉供給拠点としての役割を

確保することにより、安定的に食肉

を供給するとともに、食生活の改善

に関する知識の普及啓発を行い、も

って地域社会の発展等に寄与する

- 58 -



 

 

こと 

(公財)奈良県食肉公社 と畜場の設置及び管理運営に

関する事業 

食肉市場の開設及び管理運営

に関する事業 

治水、環境対策に関する事業 

肉畜処理の円滑化と食肉の安定供

給を図り、もって畜産振興及び食肉

流通の合理化、近代化に資すること 

（注）詳細につきましては、附属明細書をご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/zaimu.html 
 

（７）主要な財務データ（法人単位）の経年比較             （単位：百万円） 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 
 
 
 
 

 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

経常費用 263,017 225,676 209,102 261,121 197,976 

経常収益 242,595 201,586 193,085 247,806 200,355 

当期総損益 △ 4,594 △ 9,285 △ 13,246 △11,634 4,676 

資産 447,503 395,953 442,600 363,300 348,606 

負債 423,964 394,566 456,697 391,281 372,463 

利益剰余金 

（又は繰越欠損

金（△）） 

△ 9,060 △ 31,496 △ 47,098 △61,044 △57,099 

業務活動による

キャッシュ・フ

ロー 

△ 64,173 △ 63,455 36,626 △88,792 △6,723 

投資活動による

キャッシュ・フ

ロー 

90,801 5,593 △ 35,420 △13,192 △26,139 

財務活動による

キャッシュ・フ

ロー 

2,343 12,108 9,976 9,667 △8,202 

資金期末残高 299,418 253,665 264,846 172,529 131,466 
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（８）翌事業年度の予算、収支計画及び資金計画（法人単位） （令和 7年 4月 1 日当初） 

① 予算                            （単位：百万円） 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 

② 収支計画                                       （単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 383,971 

 経常費用 383,971 

 業務経費 379,317 

 人件費 2,635 

 一般管理費 1,164 

 その他支出 793 

 減価償却費 63 

収益の部 379,750 

 経常収益 374,147 

 運営費交付金収益 3,014 

  政府受託収入 25 

 補助金等収益 308,686 

 業務収入 61,934 

 資産見返運営費交付金戻入 23 

 資産見返補助金戻入 16 

収  入 金  額 支  出 金  額 

運営費交付金 2,890 業務経費 381,341 

国庫補助金 3,502 借入金償還 66,200 

その他の政府交付金 100,447 人件費 2,613 

業務収入 63,165 一般管理費 1,166 

拠出金 5,581 その他支出 793 

負担金 1,475    

納付金 1,140    

資金より受入 197,337    

借入金 67,810    

政府受託収入 25   

諸収入 5,831    

合    計 449,202 合    計 452,112 
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 賞与引当金見返に係る収益 167 

 退職給付引当金見返に係る収益 54 

 諸収入 229 

 臨時利益 5,603 

 過年度補助事業費返還金等 5,603 

純利益（△純損失） △4,222 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 

③ 資金計画                                      （単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 501,603 

業務活動による支出 383,888 

投資活動による支出 21,750 

財務活動による支出 44,515 

次年度への繰越金 51,450 

資金収入 501,603 

業務活動による収入 182,651 

投資活動による収入 149,640 

財務活動による収入 46,715 

前年度繰越金 122,597 

（注）各金額は単位未満四捨五入によっており合計額と一致しないことがあります。 

 詳細につきましては、年度計画をご覧ください。 

https://www.alic.go.jp/disclosure/keikaku.html 
 

 

１６ 参考情報   

（１）要約した法人単位財務諸表の科目の説明  

① 貸借対照表 

現金及び預金：現金、普通預金、定期預金など 

有価証券：満期保有目的の債券で、満期日が１年以内に到来するもの 

その他（流動資産）：未収金、未収収益、前払費用など 

有形固定資産：建物、車両運搬具、工具器具備品及び土地であり、長期にわたって

使用または利用する有形の固定資産 

無形固定資産：電話加入権 

投資有価証券：満期保有目的の債券で、満期日の到来が１年を超えるもの及び関係
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会社以外（出資比率 20％未満）の有価証券 

関係会社株式：出資比率が 20％以上の株式 

投資評価引当金：関係会社の財務諸表を基礎とした純資産額に持分割合を乗じて

算出した額が取得原価よりも下落した場合における当該下落額 

その他（投資その他の資産）：敷金保証金、自動車リサイクル預託金、退職給付引

当金見返 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金のうち未実施の部分に該当す

る債務残高 

預り補助金等：業務を実施するために国から交付された補助金等のうち、１年以内

に使用されると認められる未実施の部分に該当する債務残高 

短期借入金：事業資金の調達のため金融機関から借り入れた借入金で、返済日が１

年以内に到来するもの 

未払金：売買事業費未払金、未払費用に属さない未払債務の総称 

その他（流動負債）：リース債務、未払費用、受入保証金など 

資産見返負債：国から交付された運営費交付金や補助金等で償却資産を取得した

場合に計上される負債額 

長期預り補助金等：業務を実施するために国から交付された補助金等のうち、１年

を超えて使用されると認められる未実施の部分に該当する債

務残高 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上する

もので、退職給付引当金が該当 

その他（固定負債）：リース債務 

政府出資金：国からの出資金であり、財産的基礎を構成 

関係会社株式評価差額金：関係会社株式の持分相当額が取得原価よりも増加した

場合の評価差額 

 

② 行政コスト計算書 

損益計算書上の費用：損益計算書における経常費用、臨時損失 

行政コスト：アウトプットを生み出すために使用したフルコストの性格を有する

とともに、業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの算定

基礎を示す指標としての性格を有するもの 

 

③ 損益計算書  

業務経費：業務に要した費用 

交付金：肉用牛肥育経営安定交付金、肉豚経営安定交付金、加工原料乳生産者補給

交付金、指定野菜生産者補給交付金、契約指定野菜交付金、甘味資源作物
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交付金、国内産糖交付金、でん粉原料用いも交付金、国内産いもでん粉交

付金、肉用子牛生産者補給交付金 

補助金：畜産業振興事業、特定野菜等供給産地育成価格差補給事業、契約特定野菜

等安定供給促進事業、緊急需給調整事業、大規模契約栽培産地育成強化事

業により交付した補助金 

国庫納付金：糖価調整事業収入及びでん粉価格調整事業収入の一部を国の特別会

計へ納付するもの 

人件費：給与、賞与、法定福利費等、役職員等に要する経費 

減価償却費：業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数にわたって費用と

して配分する経費 

一般管理費：管理業務に要した費用 

その他（経常費用）：畜産業振興資金繰入、賠償償還及払戻金、支払利息、雑損 

運営費交付金収益：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収   

         益 

補助金等収益：国からの補助金等のうち、当期の収益として認識した収益 

事業収入：輸入乳製品売渡収入、糖価調整事業収入、でん粉価格調整事業収入 

その他（経常収益）：資産見返運営費交付金戻入、資産見返補助金等戻入、受取利

息、有価証券売却益、雑益 

臨時損失：関係会社株式評価損、固定資産除却損など 

臨時利益：運営費交付金精算収益化額、過年度補助事業費返還金等など 

前中期目標期間繰越積立金取崩額：前中期目標期間から繰り越された積立金の当

期の費用発生による取崩額 

 

④ 純資産変動計算書 

当期末残高：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

⑤ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、

原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出、事業費支出など 

投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われ

る投資活動に係る資金の状態を表し、固定資

産や有価証券の取得・売却等による収入・支

出 

財務活動によるキャッシュ・フロー：借入れ・返済による収入・支出など 
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（２）その他公表資料等との関係の説明  

 

◆ホームページでは、ａｌｉｃの法人情報、業務関連情報、統計資料等のほか、くらしに

役立つ農畜産物の消費者向け情報も発信しています。 

 

◆その他公表資料等 

 

情報誌（月報）           各種ソーシャルメディア 

（Facebook、Instagram、YouTube） 

             

 

 

パンフレット                 広報 web マガジン 
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